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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

営業収益 (百万円) 70,325 103,806 104,167 107,612

経常利益 (百万円) 1,830 3,940 3,981 4,301

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 5,469 2,680 2,604 2,782

包括利益 (百万円) 5,566 3,149 2,763 2,770

純資産額 (百万円) 31,219 33,992 35,996 38,067

総資産額 (百万円) 76,721 76,453 78,485 79,653

１株当たり純資産額 (円) 1,196.13 1,294.78 1,381.27 1,466.97

１株当たり当期純利益金額 (円) 269.08 104.33 102.13 109.14

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 268.88 － － －

自己資本比率 (％) 40.1 43.5 44.8 46.9

自己資本利益率 (％) 22.3 8.4 7.6 7.7

株価収益率 (倍) 3.2 14.5 14.7 11.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,065 9,796 7,088 7,766

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,772 △6,296 △6,005 △2,974

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △983 △2,304 △1,959 △3,543

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,191 5,491 4,637 5,897

従業員数
(名)

3,776 4,342 4,591 4,872
〔外、平均臨時雇用者数〕 〔7,127〕 〔6,875〕 〔6,835〕 〔6,786〕

 

(注) １．営業収益には消費税等は含まれておりません。
２．当社は、2015年10月１日設立のため、それ以前に係る記載はしておりません。
３．当社は、2015年10月１日に名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンの共同株式移転の方法によ

る共同持株会社として設立されました。設立に際し、株式会社ヒューテックノオリンを取得企業として企業
結合会計を適用しているため、第１期（2015年４月１日から2016年３月31日）の連結経営成績は、取得企業
である株式会社ヒューテックノオリン（2015年４月１日から2016年３月31日）の連結経営成績を基礎に、名
糖運輸株式会社及びその関係会社の第３四半期連結会計期間及び第１期第４四半期連結会計期間（2015年10
月１日から2016年３月31日）の連結経営成績を連結したものとなります。

４．第１期の１株当たり当期純利益金額は、当社が2015年10月１日に株式移転によって設立された会社であるた
め、会社設立前の2015年４月１日から2015年９月30日までの期間につきましては、株式会社ヒューテックノ
オリンの期中平均株式数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算しております。

５．取得企業である株式会社ヒューテックノオリンは、2015年６月26日に開催された取締役会において、取締役
の報酬として継続的に付与していた株式報酬型ストックオプション制度を廃止しております。

６．第２期から第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

７．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第４期の期首
から適用しており、第３期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標
等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

営業収益 (百万円) 1,419 3,011 3,328 4,036

経常利益 (百万円) 775 1,606 1,841 2,207

当期純利益 (百万円) 692 1,483 1,698 2,095

資本金 (百万円) 4,000 4,000 4,000 4,000

発行済株式総数 (株) 25,690,766 25,690,766 25,690,766 25,690,766

純資産額 (百万円) 26,149 27,066 27,934 29,503

総資産額 (百万円) 26,517 27,460 28,368 33,396

１株当たり純資産額 (円) 1,017.92 1,053.65 1,096.81 1,158.95

１株当たり配当額
(円)

12.00 20.00 20.00 21.00
(内、１株当たり中間配当額) (－) (10.00) (10.00) (10.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 26.96 57.74 66.60 82.20

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － －

自己資本比率 (％) 98.6 98.6 98.5 88.3

自己資本利益率 (％) 2.6 5.6 6.2 7.3

株価収益率 (倍) 32.3 26.1 22.5 15.0

配当性向 (％) 44.5 34.6 30.0 25.5

従業員数
(名)

117 126 132 172
〔外、平均臨時雇用者数〕 〔6〕 〔8〕 〔8〕 〔9〕

株主総利回り (％)
(％)

－ 175.6 177.0 149.1
〔比較指標：配当込みTOPIX〕 〔－〕 〔114.7〕 〔132.9〕 〔126.2〕
最高株価 (円) 973 1,657 1,761 1,578
最低株価 (円) 650 763 1,257 1,095

 

(注) １．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．当社は、2015年10月１日設立のため、それ以前に係る記載はしておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．2016年３月期の１株当たり配当額12円には、設立記念配当２円を含んでおります。

５. 第１期の株主総利回りおよび比較指標は、2015年10月１日に設立され上場したため、記載しておりません。

　　 ６．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

７．当社は、2015年10月１日に設立され上場したため、第１期の最高・最低株価は設立後６ヶ月間におけるもの

であります。

８．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第４期の期首

から適用しており、第３期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。
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２ 【沿革】

2015年４月 名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンは、2015年６月26日開催の定時株主総会の

承認を前提として、両社取締役会において決議のうえ、「株式移転計画書」を作成。

2015年６月 名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンのそれぞれの定時株主総会において、共同

株式移転の方法により当社を設立し、両社が当社の完全子会社となることについて承認決議。

2015年10月 名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンが共同株式移転の方法により当社を設立。

 当社の普通株式を東京証券取引所市場第一部に上場。

2016年９月 T&M Transportation COMPANY LIMITED (Ｔ＆Ｍトランスポーテーション)を設立。（現連結子

会社）

2017年10月 株式会社ジャステムが株式会社エス・トラストを吸収合併。

2018年４月 簡易株式交換の方法により、エヌ・ケー商事株式会社を完全子会社化したうえで、株式会社名商

がエヌ・ケー商事株式会社を吸収合併し、商号を株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービスに変更。
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３ 【事業の内容】

当社は、2015年10月１日に名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンが、共同株式移転の方法により両

社を完全子会社とする株式移転設立完全親会社として設立されました。

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、提出会社、子会社15社及び関連会社２社（※２）により構成されて

おり、物流サービスの提供を主要な事業としております。

事業内容と当社及び子会社の当該事業における位置づけ、ならびに事業のセグメントとの関連は以下のとおりであ

ります。
　　
区分 主な事業内容 主要な会社

ＤＣ事業 ※３

 

 

 

 

 

 

 

　　 保管在庫型物流事業：主に低温食品の保管・荷役及び輸配送を一体

的に行う事業。

 
全国の各要衝に展開する流通型冷凍・冷蔵倉庫において、低温食

品の共同保管・荷役及び輸入冷凍食品の保税業務を行い、併せて共

同配送の機能を活かし、納品先へ24時間以内でお届けするコールド

チェーン物流を構築しております。

　

㈱ヒューテックノオリン

㈱ヘルティー

㈱ヒューテックサービス

MEITO VIETNAM

 COMPANY LIMITED

（メイトウベトナム）

T&M Transportation 

 COMPANY LIMITED　

 (Ｔ＆Ｍトランスポーテー

　ション)

ＴＣ事業 ※４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　 通過型センター事業：365日24時間体制で、チルド食品を主に中心と

した低温食品のセンター業務及び輸配送を行

う事業。

 (1)低温食品の共同配送事業

全国の各要衝に展開する流通型冷蔵倉庫において、食品メー

カー等から受託したチルド食品や飲料等の共同配送業務を行って

おります。 

 (2)配送センター運営ならびに店舗配送事業

コンビニエンスストアや量販店、共同仕入機構、生活協同組合

等の配送センター業務ならびに店舗配送を行っております。

名糖運輸㈱

㈱ヒューテックノオリン

㈱トランスメイト

㈱アイソネットライン

ジャパンフーズ物流㈱

㈱ジャステム

㈱ケーツー

マコトトランスポート

サービス㈱

㈱デイライン

その他

 

 

 

 

１．警備輸送業 ㈱ヒューテックノオリン

２．病院等関連物流業 ㈱ヘルティー

３．人材派遣業 ㈱エムズライン

４．保険代理店業等 ㈱C&Fサポートサービス※１
 

　
※１．連結子会社である株式会社名商は、関連会社であったエヌ・ケー商事株式会社を吸収合併（2018年４月１日

付）し、商号を株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービスに変更しております。
※２．関連会社は、直販配送株式会社、株式会社名糖蓼科山荘であります。
※３．ＤＣ事業（保管在庫型物流事業）：ＤＣとはDistribution Center の頭文字をとって表記しております。

　※４．ＴＣ事業（通過型センター事業）：ＴＣとはTransfer Center の頭文字をとって表記しております。
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　　事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

名糖運輸株式会社 東京都新宿区 2,176 物流事業 100.0

資金の貸付
経営指導料の収受
役員の兼任等

株式会社ヒューテックノオリン 東京都新宿区 1,217
物流事業
その他

100.0

資金の貸付

経営指導料の収受
役員の兼任等

株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービス 東京都新宿区 80 その他 100.0
経営指導料の収受
役員の兼任等

株式会社トランスメイト 東京都新宿区 40 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

株式会社アイソネットライン 東京都新宿区 30 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

ジャパンフーズ物流株式会社 東京都新宿区 40 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

株式会社エムズライン 東京都新宿区 20 その他
100.0
(100.0)

役員の兼任等

株式会社ジャステム 東京都新宿区 20 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

株式会社ケーツー
長野県東筑摩郡
山形村

45 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

マコトトランスポートサービス
株式会社

埼玉県越谷市 10 物流事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等

株式会社デイライン 東京都新宿区 72 物流事業
65.0
(65.0)

役員の兼任等

株式会社ヘルティー 埼玉県越谷市 20
物流事業
その他

65.0
(65.0)

役員の兼任等

株式会社ヒューテックサービス
埼玉県さいたま
市岩槻区

10
不動産の
賃貸業

100.0
(100.0)

役員の兼任等

MEITO VIETNAM
COMPANY LIMITED
(メイトウベトナム)

ベトナム社会
主義共和国
ビンズオン省

 
120,525
百万ベト

ナムドン

物流事業
85.0
(85.0)

―

T&M Transportation
COMPANY LIMITED
(Ｔ＆Ｍトランスポーテーション)

ベトナム社会
主義共和国
ビンズオン省

 
13,282
百万ベト

ナムドン

物流事業
50.0
(50.0)

―

(持分法適用関連会社)      

直販配送株式会社 東京都渋谷区 30 物流事業
30.0
(30.0)

―
 

(注) １. 名糖運輸株式会社、株式会社ヒューテックノオリン及びメイトウベトナムは、特定子会社であります。

２．「議決権の所有割合」の欄の(　)内は、間接所有割合であり、内数であります。
３．名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンにつきましては、営業収益（連結会社相互間の内部営

業収益を除く）の連結営業収益に占める割合が10％を超えております。
　

名糖運輸株式会社の主要な損益情報等　　　　　　　①営 業 収 益　   52,545百万円
　当事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　②経 常 利 益　    1,911 〃
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）　   ③当 期 純 利 益 　   1,458 〃

④純 資 産 額　  　9,491 〃
⑤総 資 産 額     27,969 〃
　

株式会社ヒューテックノオリンの主要な損益情報等　①営 業 収 益　   43,584百万円
　当事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　②経 常 利 益      1,623 〃
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）　   ③当 期 純 利 益      1,081 〃

④純 資 産 額     19,668 〃
⑤総 資 産 額　   44,845 〃
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2019年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ＤＣ事業 1,466 (956）

ＴＣ事業 2,927 (5,582）

その他 230 (237）

全社(共通) 249 (11）

合計 4,872 (6,786)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は平均雇用人員を（　）内の外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

 
(2) 提出会社の状況

　2019年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円)

172
 39.9 2年　5ヶ月 5.3

(9)
 

(注) １．従業員数は、全て名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンからの出向者であり、臨時雇用者

数は平均雇用人員を（　）内の外数で記載しております。

２．Ｃ＆Ｆロジホールディングスグループの機能統合の一環といたしまして、連結子会社である名糖運輸株式

会社と株式会社ヒューテックノオリンの管理本部を統合し、2018年４月１日付で株式会社Ｃ＆Ｆロジホー

ルディングスの管理本部として新設しているため、前年より従業員数が増加しております。

 
　

(3) 労働組合の状況

　当社グループの労働組合は下記のとおりであります。

　2019年３月31日現在

名称 組合員数（名） 上部団体

名糖運輸労働組合 1,752 －

ヒューテックノオリン労働組合(注) 827 －

ヒューテックノオリン信金労働組合(注) 67 －

ＪＪＳ労働組合 169 －

マコトトランスポート労働組合 130 －

デイライン労働組合 6 －

運輸労連デイライン労働組合 8 全日本運輸産業労働組合連合会

川越地区一般合同労組デイライン支部 3 川越地区一般合同労働組合

合計 2,962  
 

　　(注) 2019年４月１日にヒューテックノオリン労働組合とヒューテックノオリン信金労働組合は、ヒューテック

ノオリン労働組合として統合いたしました。

　なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）会社の経営の基本方針

（当社グループの目指す姿）

『グローバルに変化する食品物流を担う低温を核とする総合物流情報企業の実現』

①　自らが保有する施設・車両による自社オペレーションに裏付けされた物流品質と低温食品物流のパイオニ

アとして培ってきた経験を活かし、「新しい」物流システムを創造することで事業規模の拡大や新たな事業

領域へ進出し、低温食品物流業界におけるリーディングカンパニーたる地位を確保する。

②　物流に関連する付加価値の実現と物流品質の更なる強化により、企業価値の向上を図り飛躍し続ける物流

企業となる。

③　従業員が将来に希望を持ち、生き生きと仕事に取り組める物流企業となる。

④　企業の社会的責任を果たし、あらゆるステークホルダーに支持される物流企業となる。

 
（基本方針）

『新たなインフラ整備と営業開発の推進』

 当社グループは、第二次中期経営計画（2020年３月期から2022年３月期まで）を策定し、当社グループにおけ

るＤＣ事業、ＴＣ事業それぞれに新たなインフラ整備を進め、それらのインフラを100％活用した営業開発を推進

し、各々の得意分野を一体化した顧客サービスや物流品質の更なる向上を目指してまいります。

 
（２）目標とする経営指標

 当社グループは、業容の拡大を前提に安定した収益基盤の実現と経営効率の向上を推進するため、経常利益

率・ＲＯＡ（総資産経常利益率）・ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）を経営指標としており、2022年３月期まで

の目標数値は次のとおりであります。

 

 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

経常利益率 4.1％ 4.3％ 4.3％

ＲＯＡ（総資産経常利益率） 5.4％ 5.4％ 5.0％

ＲＯＥ（自己資本当期利益率） 7.8％ 8.1％ 7.8％
 

 
（３）中長期的な会社の経営戦略

① インフラ整備による既存業務の効率化及び新規業務の獲得

・ グループの経営資源をフル活用し、基幹事業拠点の拡大と再編を推進

・ 幹線輸送の自社化推進による収益基盤の強化

・ 北海道・東北・北陸・中国・南九州エリアの配送体制の安定化

② 顧客のニーズを先取りした提案型営業による収益拡大

・ グループ総合力を結集し、重要顧客との関係をより強固なものにする

・ コスト構造の変化に対応した料金体系の見直し提案

③ 新技術導入による業務効率化及び安定化

・ IT技術導入による倉庫内業務・輸配送業務の効率化及び安定化

・ その他業務効率化・安定化に資する新たな機能・仕組みの導入

④ 人材確保と活用

・ 福利厚生の充実と処遇改善による定着率の向上

・ 採用競争力の強化による事業規模拡大に対応する人材確保

・ 多様な人材が永く活躍できる労働環境づくり

・ 働き方改革・ライフスタイルを考慮した労働環境への柔軟な対応

⑤ 新たな成長ステージの確立

・ ベトナム国におけるコールドチェーン確立に向けた既存・新規事業の拡張

・ ベトナム国以外の東南アジア諸国への事業展開

・ 新たな事業ドメインの創出

・ Ｍ＆Ａ（国内・海外）の活用
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（４）会社の対処すべき課題

当社の主力事業である低温食品物流業界におきましては、少子高齢化に伴い生産年齢人口が減少するなか、労務

コンプライアンスへの対応を含めた労務費、燃油費等の高騰によるコスト増加に加え、消費者の「食の安心と安

全」に対する要求は一層高くなり、変化に対応出来る高品質な物流サービスの提供が求められております。

このような経営環境の中、当社は、2019年４月より第二次中期経営計画（2020年３月期から2022年３月期まで）

をスタートいたしました。当社グループの目指す姿である『グローバルに変化する食品物流を担う低温を核とする

総合物流情報企業の実現』に向けて、基本方針を「新たなインフラ整備と営業開発の推進」といたしました。当社

グループにおけるＤＣ事業、ＴＣ事業それぞれに新たなインフラ整備を進め、それらのインフラを100％活用した営

業開発を推進し、各々の得意分野を一体化した顧客サービスや物流品質の更なる向上を図ってまいります。

併せて「発揮しよう　時代を先取る提案力　未来に繋げるグループ力」を第二次中期経営計画期間のスローガン

とし、あらゆるステークホルダーに選ばれ持続的に成長する企業となるため、当社グループで働く全ての者が、社

会の変化をつかみ取り、事業会社の枠組みを越えて様々なアイデアを出し合い、具現化し行動していくことを目指

しております。

 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において、当社グループが判断したものであります。
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２ 【事業等のリスク】

（１）会社の経営方針（経営資源の配分）について

当社グループは、営業収入の98.2％を占める食品を主力とする食品物流事業に経営資源を集中しておりま

す。

　食の安心・安全を揺るがすような事故や事件等が要因となり、当社グループの経営成績や財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

（２）労働力不足について

当社グループにおける、国内の人口減少や少子高齢化による慢性的な労働力不足は、労務費の増加等により

当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（３）取引集中度について

当社グループにおける、特定の取引先に係る集中度につきましては、本項の「３　経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(１)経営成績等の概要 ③生産、受注及び販売の状況　ａ.営

業収益実績」のとおりであります。取引関係については、良好かつ安定的に推移しておりますが、食品業界の

再編が進むことにより業績に影響を及ぼす可能性があります。

（４）取引関係の大幅な変動について

当社グループは、顧客からの業務受託に際し、保管・仕分・配送の一括受注や共同配送等コールドチェーン

の提供を基本としており、設備投資を行う際にも慎重な事業計画の下、投資の決定を行っております。しかし

ながら、顧客の合従連衡や顧客企業の業績の急変等により、取引の継続が困難になった場合におきましては、

当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（５）輸送上の事業リスクについて

当社グループでは、365日24時間稼働しており、潜在的に交通事故に遭遇するリスクを抱えております。事故

の態様によっては、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（６）情報流出によるリスクについて

当社グループは、様々な顧客の営業、物流情報を管理しております。これらは厳格なセキュリティ対策に

よって保護され外部に流出する可能性は極めて低いものですが、不測の事態により外部流出した場合は業績に

影響を及ぼす可能性があります。

（７）法規制の変更に対応するための投資リスクについて

当社グループは、貨物自動車運送事業法や倉庫業法、道路交通法をはじめとする物流、倉庫、交通等の関連

諸法ならびに労働基準法、人材派遣法をはじめとする労働関連諸法の規制を受け、遵法体制を整えておりま

す。これらの法改正の対応により、新たなコストが発生する場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。

（８）自然災害によるリスクについて

当社グループは、地震・風水害等の天災地変や火災の発生等による、電源の喪失または燃油調達不能等を原

因とした、物流業務の停滞、または設備の除却・復旧等を伴うことがあり、業績に影響を与える可能性があり

ます。

（９）エネルギー価格の変動によるリスクについて

当社グループは、車両による荷物の輸送を主要な事業としており、軽油等燃料が常時安定的かつ適正に供給

されることは事業を行う上で不可欠となっております。当社グループでの保有車両台数が2,740台、年間軽油使

用量が32,389千ℓであるため、国際情勢等の影響により供給に制約が発生し燃油価格の高騰が継続した場合は、

コスト増加の要因となる可能性があります。

また、当社グループにおきましては、食品の保管ならびに配送が主要な業務であるため、電力が常時安定的

かつ適正に供給されることは事業を行う上で不可欠となっております。業務改善等により、電力費抑制には努

めておりますが、電力料金高騰が継続した場合は、コスト増加の要因となる可能性があります。

（10）海外事業展開によるリスクについて

当社グループは、海外での事業展開を行っており、進出地域においては経済成長の鈍化、為替レートの変

動、政治・経済情勢の混乱、法律や政策の変更、テロ活動、伝染病等が発生した場合、当社グループの業績や

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

11/83



 

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における日本経済は、政府による継続的な経済政策により企業収益や雇用・所得環境の改善、

人手不足を背景とした省力化等の設備投資の増加により、景気拡大傾向が続いております。

　しかしながら、西日本豪雨をはじめとする自然災害の影響、米中間の貿易摩擦の深刻化による中国経済の減

速、英国のＥＵ離脱の不確実性は、今後の企業収益の圧迫要因となり、依然として先行き不透明な状況が続いて

おります。

当社グループが主軸をおく低温食品物流業界におきましては、ライフスタイルの変化などを背景に引き続き冷

凍・冷蔵食品の需要は堅調に推移しております。しかしながら、顧客のさらなるニーズへの対応に向けた様々な

コストの見直し、及び労務コンプライアンスへの対応を含めた労務費の増加、さらには燃油費等の高騰など「食

の安心と安全」を担保する高品質な物流サービスを提供するためのコスト増により、当社を取り巻く環境はより

一層厳しくなってきております。

このような環境の中、当社グループは第一次中期経営計画の基本方針を『統合効果の具現化に向けた全部門に

おける機能再編の推進』とし、「足元を固め安定した土台を作る」期間と位置づけ、基本戦略（重要施策）なら

びに業績目標を達成することができました。

以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、営業収益は1,076億12百万円(前年同期比3.3％増)、営業

利益は40億88百万円(前年同期比6.3％増)、経常利益は43億１百万円(前年同期比8.0％増)となりました。また、

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、27億82百万円(前年同期比6.8％増)となりました。

 
セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 
業績管理をより精緻化するため、一部の事業会社で全社費用として認識しておりました一般管理費を各報告セ

グメントに配分する方法に変更しております。なお、前連結会計年度の報告セグメント情報は、当連結会計年度

の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

 
a.ＤＣ事業（Distribution Center、保管在庫型物流事業）

適正料金の収受及び既存店所等の取扱物量の増加もあり、営業収益は338億98百万円(前年同期比5.4％増）とな

りました。

　セグメント利益につきましては、人手不足による外注費や労務費の増加、燃油費等の高騰に加えて倉庫業界全

体の庫腹逼迫によるコスト構造の大幅な変化により利益率を押し下げ、36億19百万円(前年同期比1.9％増)となり

ました。

 
b.ＴＣ事業（Transfer Center、通過型センター事業）

適正料金の収受及びコンビニエンスストア事業が堅調に推移したことにより、営業収益は718億36百万円(前年

同期比2.3％増）となりました。

　セグメント利益につきましては、人手不足による労務費の増加、燃油費等の高騰はありましたが、内製化の進

捗に対応した外注費の削減等により44億60百万円(前年同期比7.5％増)となりました。

 
c.その他

警備輸送業・病院等関連物流業・人材派遣業・保険代理店業等により営業収益は18億76百万円(前年同期比

7.5％増)、セグメント利益は２億86百万円(前年同期比1.2％減)となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ12億60百万円増加し58億97百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、77億66百万円(前年同期　70億88百万円の資金の獲得)となりました。

これは主に、「税金等調整前当期純利益」及び「減価償却費」などの増加によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用された資金は、29億74百万円(前年同期　60億５百万円の資金の使用）となりました。

これは主に、「有形固定資産の取得による支出」の減少によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用された資金は、35億43百万円(前年同期　19億59百万円の資金の使用）となりました。

これは主に、「長期借入れによる収入」などの資金の増加があったものの、「リース債務の返済による支出」な

どの減少によるものであります。

 
(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期

自己資本比率　　　　　　　　　　　　　（％） 43.5 44.8 46.9

時価ベースの自己資本比率　　　　　　　（％） 50.7 48.7 39.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率　　（年） 2.3 3.0 2.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　　（倍） 34.7 26.8 31.3
 

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い

（注）１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象

としております。また利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

③生産、受注及び販売の状況

ａ.営業収益実績

当連結会計年度の営業収益実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当社グループの事業内容は、輸配送、保管、荷役等の物流サービスであり、生産、受注及び販売に該当す

る金額あるいは数量は開示しておりません。

セグメントの名称 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

ＤＣ事業 33,898 105.4

ＴＣ事業 71,836 102.3

その他　 1,876 107.5

合計 107,612 103.3
 

(注) １．金額はセグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．主要受託先別の営業収益実績及び当該営業収益実績の総営業収益実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

受 託 先

前連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三菱食品株式会社 13,618 13.07 14,337 13.32
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

13/83



 

ｂ.外注実績

当社グループは、保管・荷役及び輸配送等の一部を外注に依存しております。

当連結会計年度における外注実績をセグメントに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 外注比率（％） 前年同期比（％）

ＤＣ事業 10,533 31.07 115.2

ＴＣ事業 21,625 30.10 92.5

その他 204 10.90 116.9

合計 32,363 30.40 98.9
 

(注) １．外注比率は事業の種類別セグメントの営業収益実績に対する外注実績の割合であります。

２．外注内容は主に外注配送、外注倉庫、外注荷役、外注委託作業であります。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したもであります。

 
①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たって採用した重要な会計方針等につきましては、「第５ 経理の状況 １

連結財務諸表等(1)連結財務諸表(注記事項)(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に記載しておりま

す。

 
②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、以下のとおりであります。

 
経営成績の分析

第一次中期経営計画（2017年３月期から2019年３月期まで）について、「足元を固め安定した土台を作る」期間

として既存顧客との深耕による物量の確保と共に、当社グループの保有する既存機能の再編・整備ならびに共通の

仕組み作りに尽力いたしました。事業会社グループの垣根を超えた既存インフラ（車両・施設）の相互利用の推進

の効果、人事制度・管理部門統合などの各種組織・制度の仕組み統合、各事業会社のインフラ（施設）の拡大によ

り、下記のとおり業績目標を達成いたしました。

 

 

2017年３月期
（2016年度）

2018年３月期
（2017年度）

2019年３月期
（2018年度）

計画 実績 計画 実績 計画 実績

連結営業収益 1,020億円 1,038億円 1,040億円 1,041億円 1,060億円 1,076億円

連結経常利益 32億円 39億円 35億円 39億円 40億円 43億円

経常利益率 3.1％ 3.8％ 3.4％ 3.8％ 3.7％ 4.0％

ＲＯＡ（総資産経常利益率） 4.2％ 5.1％ 4.6％ 5.1％ 5.4％ 5.4％

ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） 6.5％ 8.4％ 6.8％ 7.6％ 7.2％ 7.7％
 

 
（連結営業収益）

当連結会計年度における営業収益は、取扱物量が堅調に推移し、新規営業所の稼働等もあり1,076億12百万円(前

年同期比3.3％増)となりました。各報告セグメントの外部顧客に対する営業収益に占める割合は、ＤＣ事業が

31.5％、ＴＣ事業66.8％、その他が1.7％となりました。

（連結経常利益）

　当連結会計年度における経常利益は、社員数の増加に加え、契約社員の正社員化や人事制度の一部見直しによる

労務費等の上昇がありましたが、当社グループの主要事業会社における車両や既存施設等の相互利用による外注費

の削減等が奏功し、43億１百万円（前年同期比8.0％増）となりました。
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財政状態の分析
（資産）

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ11億68百万円増加し796億53百万円となりました。このう

ち流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べ10億80百万円増加し191億58百万円となりました。これは主に

現金及び預金が10億10百万円増加したことなどによるものであります。また、固定資産につきましては、前連結会

計年度末に比べ87百万円増加し604億95百万円となりました。これは主にリース資産４億40百万円が減少したものの

建物及び構築物５億85百万円、機械装置及び運搬具３億84百万円増加したことなどによるものであります。

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ９億２百万円減少し415億86百万円となりました。このうち流動負債につきま　

しては、短期借入金が15億50百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ12億31百万円減少し181億68

百万円となりました。また、固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べ３億29百万円増加し234億18百万円

となりました。これは主に、リース債務が５億48百万円減少したものの長期借入金が３億48百万円増加したことな

どによるものであります。

 (純資産）

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ20億70百万円増加し380億67百万円となり、自己資本比率は

46.9％となりました。
　
キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(１)経営成績等の概要　②　キャッシュ・フローの状況」に

記載のとおりであります。

 
　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２事業等のリスク」に

記載のとおりであります。

 
　当社グループの資本の財源及び資金の流動性につきましては、次のとおりであります。

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、労務費、外注費であります。投資を目的とした資金需要は、設備

等によるものであります。

　短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入金を基本としており、設備投資につきましては、自己資金及

び長期借入金を基本としております。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は50億１百万円（リース資産含む）で、

その主なものは次のとおりであります。

当連結会計年度中に設備投資した主要設備

株式会社ヒューテックノオリン　

　　関東中央支店　改修工事等

名糖運輸株式会社

　越谷物流センター　新設

メイトウベトナム

　第二倉庫　新設

他の主な設備投資は、車両等であります。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

主要な設備はありません。
 

 

(2) 国内子会社

2019年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(名)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース
資産

(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

名糖運輸
株式会社

仙台物流セン
ター（宮城県
仙台市宮城野
区）

ＴＣ事業 物流設備 184 22
167

(9,929.74)
― 2 377

46
［40］

福島物流セン
ター（福島県
本宮市）

ＴＣ事業 物流設備 104 14
238

(11,013.98)
7 2 367

41
［26］

日高物流セン
ター（埼玉県
日高市）

ＴＣ事業 物流設備 945 78
363

(12,898.20)
― 2 1,391

47
［50］

西東京物流セ
ンター（東京
都青梅市）

ＴＣ事業 物流設備 310 6 ― 6 2 325
61

［67］

千葉物流セン
ター（千葉県
習志野市）

ＴＣ事業 物流設備 389 57
725

(7,155.00)
― 2 1,174

69
［36］

戸塚センター
（神奈川県横
浜市）

ＴＣ事業 物流設備 144 35 ― ― 0 180
29

［66］

関西物流セン
ター（大阪府
高槻市）

ＴＣ事業 物流設備 1,034 10
1,473

(17,035.76)
71 7 2,597

159
［170］

広島新都物流
センター（広
島県広島市）

ＴＣ事業 物流設備 154 4
449

(10,745.66)
― 1 610

23
［12］

福岡物流セン
ター（福岡県
福岡市東区）

ＴＣ事業 物流設備 353 121
1,066

(6,225.11)
― 2 1,544

53
［20］

株式会社ヒュー
テックノオリン

東北支店（宮
城県仙台市泉
区）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉

庫　設備
148 17

517
(15,681.58)

203 0 886
87

［30］

東北支店第二
センター（宮
城県仙台市泉
区）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

197 9
375

(14,967.93)
52 0 634

47
［34］

関東中央支店
（埼玉県白岡
市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

406 447
555

(17,287.20)
154 8 1,573

107
［110］

関東支店第一
センター（埼
玉県越谷市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

256 357
1,041

(9,915.19)
54 3 1,712

26
［20］

関東支店第二
センター（埼
玉県越谷市）

ＤＣ事業
ＴＣ事業

運 送 ・ 倉
庫　・物流
設備

1,146 33
1,187

(13,479.91)
278 0 2,646

103
［201］

埼玉支店（埼
玉県さいたま
市岩槻区）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

14 0 ― 1,244 10 1,268
177
[178]

戸田支店（埼
玉県戸田市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

329 66
1,645

(9,403.38)
77 0 2,118

78
［79］

東京支店（東
京 都 八 王 子
市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

59 98 ― 2,838 ― 2,996
99

［117］

東京臨海支店
（神奈川県川
崎市川崎区）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

53 117
700

(5,000.00)
83 0 954

72
［14］

中部支店（愛
知県小牧市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

1,710 82
847

(17,736.37)
257 0 2,898

116
［63］

京都センター
（京都府京田
辺市）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

― 0 ― 2,008 0 2,008
43

［50］

神奈川ＪＤセ
ンター（神奈
川県厚木市）

ＴＣ事業 物流設備 6 0 ― 284 0 291
36

［228］
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(名)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース
資産

(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

株式会社
Ｃ＆Ｆサポート
サービス

本社(東京都
新宿区)

その他
賃貸用共同
住宅等

63 ―
101

（987.72)
― 0 164

8
［―］

株式会社
トランスメイト

市 川 営 業 所
(千葉県市川
市)他８営業
所

ＴＣ事業 物流設備 5 0
　0

（73.82）
62 0 69

242
［1,006］

株式会社
アイソネットラ
イン

京 葉 営 業 所
(千葉県船橋
市)他８営業
所、１出張所

ＴＣ事業 物流設備 0 2 ― 1 0 3
320

［227］

ジャパンフーズ
物流株式会社

埼 玉 営 業 所
(埼玉県狭山
市)他４営業
所

ＴＣ事業 物流設備 221 78 ― 28 0 327
102

［302］

株式会社
エムズライン

武蔵野営業所
(東京都武蔵
野市)他１営
業所

その他 事務機器 14 ― ― ― 0 15
24

［180］

株式会社
ジャステム

市川センター
(千葉県市川
市)他２営業
所

ＴＣ事業 物流設備 0 5 ― 30 1 37
87

［317］

株式会社
ケーツー

松本センター
(長野県東筑
摩郡)他１営
業所、１出張
所

ＴＣ事業 物流設備 238 21
209

( 2,522.79)
― 4 473

122
［148］

マコトトランス
ポートサービス
株式会社

越 谷 営 業 所
(埼玉県越谷
市)他５営業
所

ＴＣ事業 物流設備 23 78 ― 0 10 113
155

［255］

株式会社
デイライン

埼玉物流セン
ター(埼玉県
狭山市)他14
営業所、１事
業所

ＴＣ事業 物流設備 101 4
114

(7,588.34)
8 2 231

388
［314］

株式会社
ヘルティー

長 野 営 業 所
(長野県上高
井郡高山村）
他３営業所

ＤＣ事業
その他

運 送 ・ 倉
庫　設備

179 11
537

(14,661.40)
115 0 844

120
［36］

株式会社ヒュー
テックサービス

本社（埼玉県
さいたま市岩
槻区）

ＤＣ事業
運 送 ・ 倉
庫　設備

5,980 434
1,500

(26,223.00)
― 3 7,919

3
［14］

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品と建設仮勘定であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の[　]は、年間平均の臨時雇用者数を外書きしております。

３．上記の他連結会社以外からの主要な賃借設備は次のとおりであります。
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　　　国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

年間賃借料
又はリース料
（百万円）

名糖運輸
株式会社

埼玉物流センター
(埼玉県所沢市)

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 78

館林営業所
(群馬県館林市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 99

館林第二センター
(群馬県邑楽郡邑楽町）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 62

三芳営業所
(埼玉県入間郡三芳町）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 70

西東京物流センター
(東京都青梅市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 62

原木営業所
(千葉県市川市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 112

厚木物流センター
(神奈川県厚木市）

ＴＣ事業
物流設備
（賃借及びリース）

90

戸塚センター
(神奈川県横浜市戸塚区）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 68

摂津センター
(大阪府摂津市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 61

阪神物流センター
(兵庫県尼崎市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 125

株式会社ヒュー
テックノオリン

関東中央支店（埼玉県白
岡市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 152

東京支店
(東京都八王子市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 314

東京第二支店
(東京都立川市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 191

東京臨海支店(神奈川県川
崎市川崎区）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 222

東京臨海支店第二セン
ター（神奈川県川崎市川
崎区）

ＤＣ事業
運送・倉庫設備
（賃借及びリース）

262

東京臨海支店第二セン
ター２号棟（神奈川県川
崎市川崎区）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 76

関西支店
(大阪府高石市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 185

関西支店第二センター(大
阪府高石市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 139

京都センター
(京都府京田辺市）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 235

九州支店
(福岡県福岡市東区）

ＤＣ事業 運送・倉庫設備（賃借） 219

千葉総合センター
(千葉県千葉市中央区）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 145

神奈川ＪＤセンター
(神奈川県厚木市）

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 233

株式会社
トランスメイト

新潟営業所
（新潟県新潟市）他

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 24

ジャパンフーズ
物流株式会社

中部センター
（愛知県岩倉市）他

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 34

株式会社
ジャステム

葛西センター
(東京都江戸川区）他

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 115

株式会社
ケーツー

松本センター
(長野県東筑摩郡山形村）
他

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 40

マコトトランス
ポートサービス
株式会社

三郷営業所
(埼玉県三郷市）他

ＴＣ事業
物流設備
（賃借及びリース）

241

株式会社
デイライン

埼玉物流センター
（埼玉県狭山市）他

ＴＣ事業 物流設備（賃借） 165
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(3) 在外子会社

2019年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(名)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース
資産

(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

メイトウベト
ナム

ベトナム社会
主義共和国
ビンズオン省

ＤＣ事業 物流設備 1,094 40
424

( 34,893)
－ 156 1,716

 111
［3］

Ｔ＆Ｍトラン
スポーテー
ション

ベトナム社会
主義共和国
ビンズオン省

ＤＣ事業 車両運搬具 － 53 － － － 53 21

 

(注)１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品と建設仮勘定であります。

２．帳簿価格のうち「土地」は、ベトナム社会主義共和国における土地の使用権であります。

３．従業員数の[　]は、年間平均の臨時雇用者数を外書きしております。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

 重要な設備の新設等

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

名糖運輸
株式会社

新潟物流
センター
(新潟県新潟
市)

ＴＣ事業 物流倉庫 1,153 126 自己資金
2019年
７月

2020年
４月

生産能力
約0.5％増

 

(注)１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　   ２．「事業所名」は仮称であります。

     ３．「着工年月」は建築物の建築着工予定年月であります。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(2019年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2019年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,690,766 25,690,766
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 25,690,766 25,690,766 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2015年10月１日(注) 25,690,766 25,690,766 4,000 4,000 1,000 1,000
 

(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、2015年10月１日付で名糖運輸株式会社及び株式会社ヒュー

テックノオリンの共同株式移転の方法により当社が設立されたことによるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

2019年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) - 31 21 109 57 7 8,593 8,818 －

所有株式数
(単元)

- 87,917 1,039 82,722 17,162 8 67,496 256,344 56,366

所有株式数
の割合(％)

- 34.30 0.41 32.27 6.69 0.00 26.33 100.00 －
 
 

(注)１．自己株式233,555株は「個人その他」に2,335単元及び「単元未満株式の状況」に55株を含めて記載しており

ます。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ47単元

及び52株が含まれております。

 
(6) 【大株主の状況】

   2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を除
く。)の総数に対する所有
株式数の割合(％)

マルハニチロ株式会社 東京都江東区豊洲３-２-20 2,018 7.92

協同乳業株式会社 東京都中央区日本橋小網町17-２ 1,491 5.86

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１-13-２ 1,243 4.88

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１-18-６ 1,231 4.83

BBH FOR FIDELITY LOW－PRICED
(常任代理人　株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.

1,093 4.29

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１-８-11 993 3.90

Ｃ＆Ｆロジホールディングス従
業員持株会

東京都新宿区若松町33-８ 867 3.40

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２-11-３ 857 3.36

Ｃ＆Ｆロジホールディングス取
引先持株会

東京都新宿区若松町33-８ 814 3.20

ＪＡ三井リース株式会社 東京都中央区銀座８-13-１ 746 2.93

計 － 11,358 44.61
 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、自己株式（233,555株）を控除して計算しております。また、小

数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 233,500
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式  25,400,900
 

254,009 －

単元未満株式 普通株式 56,366
 

－ －

発行済株式総数 25,690,766 － －

総株主の議決権 － 254,009 －
 
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が 4,752株含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数55個が含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社Ｃ＆Ｆロジホール
ディングス

東京都新宿区若松町33番
８号

233,500 － 233,500 0.908

計 － 233,500 － 233,500 0.908
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

23/83



 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 【株式の種類等】

会社法第155条第７号及び第13号による普通株式の取得

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

 
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 206 0

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。

 
会社法第155条第13号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 178,606 267

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) 連結子会社からの現物配当による取得であります。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － 　－

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

167,485 242 － －

その他 － － 　－ 　－

保有自己株式数 233,555 － 233,555 －
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】
当社グループは、株主の皆様に対する利益還元政策を経営の重要課題として認識しており、安定配当を基本とし

つつも、各期における業績等を勘案したうえで配当金額を決定することとしております。当期におきましては、第
一次中期経営計画(2017年３月期から2019年３月期まで)の業績目標を達成できましたことを踏まえまして、期末の
剰余金の配当を、当初の予想に対し１株当たり１円増配し、11円00銭の配当を実施することといたしました。
この結果、１株あたりの年間配当金は21円00銭（中間配当10円00銭、期末配当11円00銭）となります。
また、次期の年間配当予想につきましても、第一次中期経営計画の業績目標を達成できましたことを踏まえまし

て、株主様への利益還元を図るため、１株あたり22円00銭(中間配当11円00銭、期末配当11円00銭）としておりま
す。
なお、第二次中期経営計画（2020年３月期から2022年３月期まで）以降において、さらなる業容拡大を図るため

に必要となる物流施設等の大型設備投資を計画しており、内部留保金につきましては原資として充当する予定であ
ります。

また、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2018年11月７日

取締役会決議
254 10.00

2019年６月26日

定時株主総会決議
280 11.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、一般社会及び投資家の信頼を維持・獲得するため、企業倫理の重要性を認識し、企業経営にお

けるチェック体制の明確化と牽制機能の強化を図るとともに、より透明で公平・公正・迅速な企業情報の開示に努

めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。

 
②　企業統治の体制

 
(ⅰ)企業統治の体制の概要と企業統治の体制を採用する理由

 
当社は、2019年６月26日開催の第４回定時株主総会において、定款変更が決議されたことにより、同日付で

監査等委員会設置会社へ移行しております。取締役会の議決権を有する監査等委員である取締役が監査を行う

ことにより監査・監督の実効性を向上させ、また、有用な人材の招聘を継続的に行うことで社外取締役の比率

を高め、取締役会の監督機能を一層強化するものであります。

 
（a）取締役会

当社の取締役会は、取締役13名で構成されております。社外取締役は６名選任しており、そのうち監査等委

員である取締役は４名全員が社外取締役であります。取締役会は原則月１回以上の開催とし、最高意思決定機

関として法令、定款に定める事項及びその他重要事項の決定を行っております。取締役会は男性12名、女性１

名で運営されております。

（b）経営会議

当社では、毎月最低１回、原則として常勤の取締役が出席する経営会議を開催しております。経営会議で

は、取締役会からの委嘱事項及び経営上の重要な事項に関する審議を行っており、取締役会への付議議案につ

いての意思決定プロセスの明確化及び透明性の確保を図っております。

（c）監査等委員会

監査等委員会は、監査等委員である社外取締役４名（男性３名、女性１名）で構成しており、独立した立場

から経験・識見等を活かした経営全般に対する監査・監督を行います。監査等委員会は、常勤監査等委員が経

営会議等経営に関わる重要案件の審議や決定が行われる会議に全て出席し、日常業務における稟議書、諸報告

書も閲覧することで、取締役の職務執行の全般にわたり十分な監視が出来る体制をとっております。加えて、

監査等委員会事務局と各部署との間で協力体制を構築し、監査に必要な調査や情報収集等を行うなど、監査等

委員の指示の実効性を確保しております。

（d）指名委員会、報酬委員会の設置

当社は取締役の選任プロセスの透明性ならびに客観性を確保し、代表取締役に人事権が集中することへの回

避を目的とする任意の「指名委員会」と、当社の役員報酬の決定プロセスの透明性及び客観性の確保ならびに

役員報酬体系の基本方針の決定と妥当性の確保等を目的とする任意の「報酬委員会」を設置しております。な

お、その構成は透明性を確保するため、社外取締役が過半数を占めており、両委員会ともにその構成メンバー

は、代表取締役、上席役付取締役及び独立社外取締役と定め、委員長は社外取締役が務めております。

（e）会計監査人

当社は、ＥＹ新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、独立した公正な立場から会計に関する監査及び

財務報告に係る内部統制の監査を受けております。

（f）内部監査について

内部監査部門として監査室を設置しております。監査室は当社及びグループ各社の監査を実施し、業務の適

正な執行に関わる健全性の維持に努めています。

（g）当社との責任限定契約について

当社は、社外取締役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき同法第425条第１項に定める最低責任限度

額を限度額とする責任限定契約を締結しております。
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当社の企業統治の体制の模式図は以下のとおりであります。

 

 
(ⅱ)内部統制システムの基本方針

 
当社及び子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）は業務の適正性、有効性及び効率性

を確保し、企業価値の維持・増大につなげ、社会的信用の確保と食品物流機能と品質の更なる拡充による業績

向上を図ることを目的に、内部統制システムを整備し、運用することが経営上の重要な課題と考えておりま

す。当社グループは、全役職員及び当社グループの事業所に駐在し勤務する者を対象に、以下の基本方針を柱

に、内部統制システムの構築を図ってまいります。

 
a.取締役ならびに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a)当社は、「取締役会規程」に基づき、毎月定期的に取締役会を開催し、取締役間の意思疎通を図るととも

に、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止しております。

(b)当社は、当社グループの全役職員が遵守すべき行動の規範として「倫理行動規範」を定め周知徹底を図っ

ております。

(c)当社は、当社グループの役職員等が社内において法令・規程等に違反する行為、または行われようとして

いる場合、それに気づいた者は内部通報委員会事務局に通報する「内部通報制度」を構築しております。

また、内部通報の内容は速やかに監査等委員会に報告する体制を構築しております。

(d)当社は、業務執行部門から独立した監査室による当社グループの内部監査を実施し、法令・内部規程の遵

守状況をチェックする「内部監査制度」を構築しております。

 

b.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a)当社は、法令や社内規程に基づき、取締役会議事録をはじめとする重要な会議の議事録や稟議書等の文書

等の保存を行っております。

(b)電磁的記録につきましては、「情報セキュリティーポリシー」を制定し取り扱いのガイドラインを明確に

しております。

(c)取締役が、これらの情報を閲覧できる体制を構築しております。
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c.当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a)当社は、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理に関する体制、方針を決定する

とともに、グループ各部署のリスク管理体制を評価し、必要な改善を行っております。

(b)各部署の事業運営に付随する各種のリスクを把握・評価し、リスクの回避・軽減に関する諸規程を整備し

ております。

(c)当社または子会社において重大なリスクが発生し、もしくは発生しそうな場合、社長を本部長とした「緊

急対策本部」がその対策にあたるものとしております。

(d)子会社において、不正の行為または法令、定款、もしくは社内規程に違反する重大な事実、その他リスク

管理上懸念のある事実が発見された場合、子会社取締役は、これを当社取締役及び監査等委員会に報告す

るものとしております。

 

d.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役の職務の執行が効率的に実施されることを確保するために、取締役会を毎月開催し、重要事項の決

定ならびに取締役（監査等委員であるものを除く。）の業務執行状況の監督等を行っております。

(b)稟議決裁規程に定める職務権限表に則り、グループ各社の重要な稟議事項は当社で決裁いたします。な

お、取締役会決議事項以外の事案については、経営会議において決定しております。

 

e.当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a)当社グループの経営状態については定期的に開催する「業績報告会」において、グループ各社から報告を

受けることとしております。

(b)当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、職務権限規程その他の各種規程に基

づき、子会社における業務執行者の権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われる

ように指導しております。

(c)当社は、コンプライアンス、運輸安全等に対する教育をグループ各社にて行っております。

(d)当社監査室が各部署および子会社各社の業務監査を実施し、その状況及び結果については重要度に応じ当

社取締役会等に報告するものとし、これを受けて当社は子会社各社の職務執行の方法につき指導および支

援を行っております。

 

f.監査等委員会の職務を補助する使用人及びその独立性と指示の実効性の確保に関する事項

(a)監査等委員である取締役の業務補助のために必要に応じて監査等委員会事務局を設置いたします。当該補

助員の人事については、都度、取締役（監査等委員であるものを除く。）と監査等委員である取締役が協

議することといたします。

(b)監査等委員会事務局の独立性を確保するため、当該監査等委員会事務局スタッフの任命、異動等人事にか

かわる事項については監査等委員会の事前の同意を得るものとし、人事考課についても監査等委員会が行

います。

 

g.監査等委員会への報告体制及びその他監査等委員会監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a)当社グループの取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与えるおそれがある事実があることを発見した

ときは、速やかに当社監査等委員会に報告しなければなりません。また、報告者に対し、不利益な取り扱

いをすることを禁止しております。

(b)監査等委員である取締役は、取締役会のほか経営会議等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べ

ることとしております。

(c)監査等委員である取締役は、各種稟議書やその他業務執行に関する文書等を閲覧し、必要に応じて取締役

（監査等委員である取締役を除く。）または使用人から説明を求めることとしております。

(d)内部通報があった場合には、「内部通報制度」に基づき、速やかに監査等委員会へ報告することとしてお

ります。
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h.監査費用等の処理に係る方針に関する事項

監査等委員会は、独立した立場での監査活動を確保するため、必要に応じ、弁護士等外部の専門家を利用する

ことができ、その費用は会社に請求することができるものとします。

 

i.反社会的勢力排除に向けた体制

(a)市民社会の安全や秩序に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当要求事案等の発生時

は、総務部を対応総括部署とし、情報を一元的に管理・蓄積し、弁護士、所轄警察署等関連機関と連携

し、毅然とした態度で対応いたします。

(b)事案の発生を防止するため、定期的な研修活動の実施、対応マニュアルの整備を進め、平素から所轄警察

署との情報交換を行い、密接な関係を構築いたします。

(c)日常の商行為の中で取り交わされる契約書及び取引約款等の条文中に、反社会的勢力排除に関する記述を

必ず盛り込むことといたします。

 

j.財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適正な提出に向けた内部統制システムの構築を行い、別に

定める「財務報告に係る内部統制評価の実施基準」に基づき、その仕組みが適正に機能することを継続的に評

価し、不備があれば必要な是正を行います。

 
③　取締役に関する事項

(ⅰ)取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は12名以内、監査等委員である取締役は5名以内とする旨

を定款に定めております。

(ⅱ)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 
④　取締役会で決議できる株主総会決議事項

(ⅰ)剰余金の配当等の決定機関

　当社は機動的な配当政策及び資本政策の遂行を可能にするため、剰余金の配当、自己株式の取得に関する事

項等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議

によらず取締役会の決議により定めることとする旨を定款で定めております。加えて、剰余金の配当の基準日

について、期末配当は毎年３月31日、中間配当は毎年９月30日、その他は基準日を定めて剰余金の配当をする

ことができる旨を定款で定めております。

(ⅱ)取締役及び会計監査人の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役及び会計監査人の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。これは、

取締役及び会計監査人が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる

環境を整備することを目的とするものであります。
　

⑤　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員の一覧

 男性12名　女性　1名　（役員のうち女性の比率7.7％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役社長 林原　国雄 1953年１月９日生

1972年２月 名糖運輸株式会社入社

2003年６月 同社取締役東日本第一事業部長

2004年７月 同社取締役

株式会社ジャステム代表取締役社長

株式会社エス・トラスト代表取締役社

長

2008年４月 名糖運輸株式会社取締役営業本部長

(兼)西日本営業部長

2009年６月 同社常務取締役営業本部長

(兼)西日本営業部長

2010年４月 同社常務取締役営業本部長

2013年10月 同社常務取締役営業本部長

(兼)広域事業部長

2014年６月 同社代表取締役社長(現任)

2015年10月 当社代表取締役社長(現任)

(注)３ 25

代表取締役副社長 綾　宏將 1956年５月13日生

1980年４月 農林中央金庫入庫

2006年７月 同庫営業第五部長

2008年４月 株式会社ヒューテックノオリン入社　

顧問

2008年６月 同社常務取締役管理本部長

2010年９月 同社常務取締役管理本部長

2012年６月 同社専務取締役管理本部長

(兼)財務経理部長

2014年６月 同社代表取締役社長(現任)

2015年10月 当社取締役副社長　営業担当

2019年６月 当社代表取締役副社長　営業担当(現

任)

(注)３ 12

取締役相談役 松田　靫夫 1944年７月15日生

1966年12月 株式会社ヒューテックノオリン入社

1983年９月 同社取締役営業副本部長

(兼)食品流通事業部長

1987年６月 株式会社ヘルティー代表取締役社長

1988年１月 株式会社ヒューテックノオリン

常務取締役営業本部長

(兼)宅配事業部長

1990年１月 同社専務取締役営業本部長

(兼)食品流通事業部長

1999年８月 同社代表取締役副社長営業本部長

2002年６月 同社代表取締役社長

2014年６月 同社代表取締役会長

2015年10月 当社代表取締役会長

2016年５月 株式会社ヘルティー代表取締役会長

2017年５月 同社取締役会長（現任）

2018年６月 当社取締役会長

2019年６月 当社取締役相談役(現任)

(注)３ 233

専務取締役 武藤　彰宏 1954年11月２日生

1977年３月 株式会社レナウン入社

1999年２月 同社経理部長

2006年３月 株式会社レナウン取締役執行役員

経営企画室長

2010年９月 名糖運輸株式会社入社　経理部長

2011年６月 同社取締役経理部長(兼)経営企画部長

2014年６月 同社常勤監査役

2015年６月 同社取締役経営企画部長

(兼)海外事業部長

2015年10月 当社常務取締役　経営企画・管理担当

経営企画部長　

2017年４月 当社専務取締役　経営企画・管理担当

経営企画部長(現任)　

(注)３ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常務取締役 道田　和宏 1955年１月30日生

1978年４月 ジャスコ株式会社入社

1994年４月 名糖運輸株式会社入社

1997年４月 同社情報システム部長

2001年６月 同社取締役経営企画部長

(兼)情報システム部長

2003年12月 同社取締役

株式会社名商代表取締役社長

2006年10月 名糖運輸株式会社仮監査役

2007年６月 同社常勤監査役

2014年６月 同社常務取締役管理本部長

2015年10月 当社常務取締役　内部統制担当(現任)

2017年４月 当社品質管理部長(現任)

(注)３ 23

常務取締役 酒光　修史 1963年８月16日生

1989年１月 株式会社ヒューテックノオリン入社

1998年６月 同社執行役員ストアサポート部長

2002年６月 同社取締役関東中央支店長

2007年６月 同社取締役関東支店長(兼)関東第二支

店　海外担当部管掌

2011年４月 同社取締役営業第一部長

2012年６月 同社常務取締役施設本部長

(兼)情報システム部長

2012年12月 株式会社ヒューテックサービス

代表取締役社長

2015年10月 当社常務取締役　施設担当(現任)

2016年７月 当社施設企画部長(現任)

(注)３ 9

取締役 坂内　茂昭 1965年１月28日生

1983年４月 株式会社ヒューテックノオリン入社

2008年６月 同社執行役員戸田支店長

2012年６月 同社取締役管理副本部長(兼)人事部長

2015年10月 当社人事部長

株式会社ヒューテックノオリン取締役

管理本部長(兼)人事部長

2018年４月 当社管理本部長

2019年６月 当社取締役管理本部長(現任)

(注)３ 2

取締役 小澤　渉 1940年２月14日生

1962年４月 共栄火災海上保険相互会社入社

1999年６月 同社代表取締役社長

2002年６月 北海道放送株式会社取締役

2005年６月 共栄火災海上保険株式会社

取締役会長　会長執行役員

2007年６月 同社相談役

2007年６月 株式会社ヒューテックノオリン社外監

査役

2015年６月 同社取締役

2015年10月 当社取締役(現任)

(注)３ 4

取締役 水谷　彰宏 1942年12月27日生

1965年４月 名糖産業株式会社入社

1999年６月 同社取締役食品開発部長

2001年６月 同社取締役総務部長

2002年10月 同社常務取締役総務部長

2003年４月 同社代表取締役常務総務部長

2003年６月 同社代表取締役社長

2014年６月 同社取締役会長

名糖運輸株式会社社外取締役

2015年６月 名糖産業株式会社相談役

2015年10月 当社取締役(現任)

(注)３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

監査等委員
杉田　健一 1963年７月31日生

1987年４月 農林中央金庫入庫

2002年１月 同庫ニューヨーク支店長代理

2005年２月 同庫債券投資部部長代理

2008年７月 農林中金全共連アセットマネジメント

株式会社出向

2011年７月 農林中央金庫営業第二部副部長

2011年８月 同庫営業第二部副部長兼総合企画部副

部長

2012年１月 同庫営業第二部副部長

2014年７月 同庫ニューヨーク支店長

2017年６月 株式会社ヒューテックノオリン監査役

（現任）

 

2018年６月 当社常勤監査役

2019年６月 名糖運輸株式会社監査役（現任）

2019年６月 当社監査等委員である取締役(現任)

(注)４ 1

取締役

監査等委員
髙木　伸行 1953年２月25日生

1977年４月 野村証券株式会社入社

1997年６月 同社金融研究所企業調査部長

2004年７月 同社金融経済研究所長企業調査部長

2007年７月 同社金融経済研究所長

(兼)投資調査部長

2009年２月 同社グローバルリサーチ本部リサー

チ・マネージング・ダイレクター

2009年３月 国立大学法人滋賀大学経済学部附属リ

スク研究センター客員教授

2009年４月 芝浦工業大学大学院工学マネジメント

研究科非常勤講師

2013年３月 株式会社エラン監査役(現任)

2013年６月 名糖運輸株式会社監査役

2015年10月 当社監査役

2016年２月 株式会社ラクト・ジャパン

社外取締役

2017年５月 株式会社ロッテ顧問（現任）

2019年３月 中野冷機株式会社社外取締役（現任）

2019年６月 当社監査等委員である取締役(現任)

(注)４ －

取締役

監査等委員

舘　充保

 

（弁護士職務上

の氏名

　高村充保）

1974年７月14日生

2006年10月 弁護士登録(第一東京弁護士会)設楽・

阪本法律事務所入所(現任)

2007年９月 株式会社コープミート監査役(現任)

2015年６月 株式会社ヒューテックノオリン監査役

2015年６月 全農エネルギー株式会社監査役(現任)

2015年10月 当社監査役

2019年６月 当社監査等委員である取締役(現任)

(注)４ －

取締役

監査等委員
鳥羽　史郎 1967年３月21日生

1989年10月 中央新光監査法人入所

1991年７月 中央クーパース・アンド・ライブラン

ド国際税務事務所（現 PwC税理士法

人）入所

1994年１月 中央監査法人入所

1997年１月 鳥羽公認会計士事務所所長（現任）

2005年１月 株式会社みのり会計代表取締役（現

任）

2005年５月 ケネディクス不動産投資法人（現 ケネ

ディクス・オフィス投資法人）監督役

員（現任）

2005年６月 スカイマークエアラインズ株式会社

（現　スカイマーク株式会社）監査役

2009年５月 株式会社キーストーン・パートナース

取締役（現任）

2019年６月 当社監査等委員である取締役(現任)

(注)４ －

計 314
 

(注)１．2019年６月26日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監

査等委員会設置会社に移行しました。

２．取締役のうち、小澤渉、水谷彰宏、杉田健一、髙木伸行、舘充保、鳥羽史郎は社外取締役であります。

３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2019年６月26日開催の定時株主総会終結の時より、

2020年３月期に係る定時株主総会の終結の時まであります。

４．監査等委員である取締役の任期は2019年６月26日開催の定時株主総会終結の時より、2021年３月期に係る定

時株主総会の終結の時まであります。

②　社外取締役

社外取締役は６名であります。

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

32/83



当社は、取締役の独立性の確保は健全な会社経営にとって重要不可欠な事項であると考え、社外取締役には取

締役会や経営会議を通じて、取締役の業務執行を客観的な立場から監視するとともに、公正な視点での意見の表

明を行う役割を期待しております。社外取締役の当社株式の保有状況につきましては、「①役員一覧」の「所有

株式数」欄に記載のとおりであります。それ以外に、当社との間には特別な人的関係、資本関係または取引関係

その他の利害関係はありません。

社外取締役小澤渉は当社の主要株主である共栄火災海上保険株式会社の出身でありますが、同社の取締役退任

後10年以上経過しております。社外取締役水谷彰宏は2015年６月まで当社の主要株主である名糖産業株式会社の

出身でありますが、現在は取締役を退任しております。社外取締役杉田健一は当社の主要株主である農林中央金

庫の出身でありますが、同庫の退職後２年以上経過しております。また、同氏は当社の株式を1,100株所有してお

ります。当社と同氏の間にはそれ以外に人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありませ

ん。社外取締役髙木伸行は、株式会社エランの社外監査役、株式会社ロッテ顧問、中野冷機株式会社の社外取締

役でありますが、当社とこれらの兼職先の間に特別の関係はありません。社外取締役舘充保は、設楽・阪本法律

事務所の弁護士、株式会社コープミートの監査役、全農エネルギー株式会社の社外監査役でありますが、当社と

これらの兼職先の間に特別の関係はありません。社外取締役鳥羽史郎は鳥羽公認会計士事務所所長、株式会社み

のり会計代表取締役、ケネディクス・オフィス投資法人監督役員、株式会社キーストーン・パートナース取締役

でありますが、当社とこれらの兼職先の間に特別の関係はありません。よって、社外取締役小澤渉、水谷彰宏、

髙木伸行、舘充保、鳥羽史郎の５名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指名し、同取引所に届け出

しております。

 
③　監査等委員会監査及び会計監査との内部統制部門の連携状況

監査等委員会は、当社の会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人と定期的な情報・意見交換を行うとと

もに、監査結果の報告を受けるなど、緊密な連携をとっております。内部統制部門及び監査室は、監査等委員会

と役割調整を図りながら、各業務担当部門及び子会社に対して内部監査を定期的に実施し、監査結果、改善事項

等を報告する体制となっております。

 
(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員会監査は、監査計画に基づき実施し、常勤の監査等委員はグループ会社を含む経営会議等経営に関

わる重要案件の審議や決定が行われる会議に出席しております。併せて、日常業務における稟議書や諸報告書も

閲覧しており、取締役の職務執行の全般にわたり十分な監視ができる体制となっております。監査等委員会は、

会計監査人と適宜会合をもち、意見交換を実施するほか、会計監査人の期中監査に帯同し、その監査実施状況を

把握しております。また、監査室が行う内部監査の実施の都度、監査の報告を受け、業務遂行や内部統制の整備

状況を確認しております。

 
②　内部監査の状況

内部監査を実施する部門として、通常の業務執行部門とは独立した監査室を設置しております。

監査室は専任スタッフ４名で構成されており、グループ各事業所を巡回し、内部統制システムの整備・運用状況

についてモニタリングを実施しており、その結果に基づき改善を進めております。また、金融商品取引法に基づ

く「財務報告に係る内部統制の有効性の評価」は、子会社も含め当社内部統制部が評価を実施しております。
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③　会計監査の状況

 
a.監査法人の名称

　　　　　　　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人　

 
b.業務を執行した公認会計士

　　　　　　　　　　　　　　　指定有限責任社員　業務執行社員　渡辺力夫

　　　　　　　　　　　　　　　　指定有限責任社員　業務執行社員　上林礼子

　

　c.業務に係る補助者の構成

　　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他19名であります。

 

d.監査法人の選定方針と理由

　大手の監査法人であることと信頼と実績に基づく安定した監査が受けられること、グローバル企業への対応

も可能であることであります。なお選定の理由につきましては、選定方針に合致したことと、企業の様々な特

徴を理解し的確な業務遂行を行えることが期待できるからであります。

 
e.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っている。具体的には「監査法人の組織」、「監

査品質」、「監査の実施体制」等の各項目に関して、当事業年度の会計監査における監査計画策定時、期中監

査実施時及び期末監査に至るまで、相互に意見交換を行い、また、必要に応じて会計監査人の監査に同行し、

適宜会計監査人について評価を行っております。

　この結果、当期における会計監査人の監査の方法及び結果は相当と認められます。

 

　④　監査報酬の内容等

　 a.監査公認会計士等に対する報酬
　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬 (百万円)

非監査業務に基づく
報酬 (百万円)

監査証明業務に基づく
報酬 (百万円)

非監査業務に基づく
報酬 (百万円)

提出会社 22 ― 22 ―

連結子会社 27 ― 27 ―

計 49 ― 49 ―
 

 
 　b.監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたましては、当社の規模・業務の特性等の要素を

勘案した適切な監査予定日数に基づき、監査報酬を決定することにしております。

    

　　　　ｃ.監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会は日本監査役協会が公表する

「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、「監査時間・報酬の実績」「監査計画における監査時

間・配員計画」「同業他社の監査報酬」等を確認し、検討した結果、会社法第399条第１項等の同意を行ってお

ります。
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(4) 【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は、役員報酬制度をコーポレートガバナンスにおける重要事項と位置づけ、基本的な考え方は以下のとお

りであります。

　a.経営計画の基本戦略の実践に根ざした報酬とする。

　b.優秀な人材を経営者として登用（採用）・確保できる報酬とする。

　c.役員が動機づけされ、企業価値の長期的最大化の貢献につながる報酬体系とする。

　d.株主をはじめとするステークホルダーに対し、説明責任を果たせるよう「透明性」「公正性」「合理性」の

　　高い報酬体系とする。

　e.個人別の役員報酬における「透明性」「公正性」「合理性」を担保するために、全ての役員報酬について、

　　報酬委員会の諮問を経ることとする。

　f.報酬の目的を明確にし、役員各位の役割に応じた報酬体系を構築する。

　当社の役員報酬制度においては、国内企業が参加する役員報酬の調査結果をもとに同業又は同規模の他企業

 の中位をベンチマークとして、毎年、役員報酬の水準の妥当性を検証しております。取締役の報酬は、役位

 ごとの役割や責任の範囲に応じた「基本報酬」及び毎期の業績に応じた「業績連動報酬」により構成し、報

 酬全体に占める基本報酬と業績連動報酬の構成割合は、概ね８：２としており、金銭による支給としており

　ます。

   なお、社外取締役の報酬については、個々の役割と責任に応じた基本報酬のみ支給としております。

 
業績連動報酬は、経営層の業績向上に向けての意欲を一層高めるため、2016年から2018年までの第一次中期

経営計画おいては『統合効果の具現化に向けた全部門における機能再編の推進』とし「足元を固め、安定した

土台を作る」ことから経営統合の効果を発揮し、経営効率を高めることにより経常利益額、経常利益率の向上

を指標といたしました。2018年度は、目標の経常利益額40億円に対し実績は43億１百万円、目標の経常利益率

3.7％に対し実績は4.0％となりました。この実績に基づき、事業計画に連動させた係数をもとに目標達成度に

基づく支給率（未達成の場合に引き下げる）を設定のうえ業績連動報酬を算定しており、個人業績貢献評価を

付し報酬委員会にて審議のうえ、取締役会にて決定しております。報酬委員会は、取締役会の諮問機関として

役員報酬制度・評価制度を構築し、改訂にかかる審議や評価結果、基本報酬、業績連動報酬の妥当性に関する

審議を実施しており、調整が必要な場合には調整する権限を有し十分な検討と意思決定を行っております。

　また、2019年６月26日の第４回定時株主総会決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報

酬額は年額４億円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）、監査等委員である取締役は年額60百万円以

内としております。なお、取締役の報酬等の額には、使用人兼務役員の使用人給与は含まないものとしており

ます。

 
②提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

業績連動
報酬

退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

187 146 ― 41 ― 6

監査役
(社外監査役を除く。)

14 14 ― ― ― 1

社外役員 28 28 ― ― ― 6
 

 

（注）上記報酬等の額のほかに当社社外役員が当事業年度に当社子会社から受けた役員報酬はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、子会社の経営管理を行うことを主たる業務としております。当社が保有する株式はすべて関連会社株

式であり、それ以外の保有目的が純投資目的もしくは純投資目的以外の目的の株式は保有しておりません。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　a.保有方針および保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

   内容

　　当社取締役会にて個別に保有の適否を検証しております。保有銘柄全てにおいて、投資先企業の関係強化、事

業における協力関係、経済合理性ならびに企業価値向上の効果、財務戦略、その他考慮すべき事情を総合的に勘

案し、保有が適切でないと判断された銘柄については売却することとしております。
 

 b.銘柄数および貸借対照表計上額

  当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額(投資株式計上額)が最も大きい会社（最大保有会社）

 である株式会社ヒューテックノオリンについては以下のとおりであります。

 
　　　　（株式会社ヒューテックノオリン）

イ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 6 69

非上場株式以外の株式 6 1,885
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 2 10
取引関係の強化が企業価値向上に資す
ると判断したため。

 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
 

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

36/83



 

ロ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

マルハニチロ株
式会社

252,793 252,793
継続的な取引関係の維持、発展のため。 有

1,001 859

雪印メグミルク
株式会社

163,900 163,900
継続的な取引関係の維持、発展のため。 有

441 471

株式会社ダイフ
ク

46,224 45,099 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため、取引先持株会を通じた株
式の取得。

有
266 287

株式会社ライフ
コーポレーショ
ン

66,430 64,624 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため、取引先持株会を通じた株
式の取得。

無
157 189

株式会社東京き
らぼしフィナン
シャルグループ

10,000 10,000
継続的な取引関係の維持、発展のため。 有

15 25

三菱食品株式会
社

1,000 1,000
継続的な取引関係の維持、発展のため。 無

2 3
 

（注) 定量的な保有効果については記載が困難であります。なお、保有の適否については投資先企業の関係強化、

事　　　　 業における協力関係、経済合理性ならびに企業価値向上の効果、財務戦略、その他考慮すべき事情を

総合的に　　　　 勘案し、検証しております。

 
当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額(投資株式計上額)が最大保有会社の次に大きい

会社名糖運輸株式会社については以下のとおりであります。

 
　　　　（名糖運輸株式会社）

イ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 6 144

非上場株式以外の株式 9 997
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 6 6
取引関係の強化が企業価値向上に資す
ると判断したため。

 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
 

　　　　（注) 銘柄数に株式併合で減少した銘柄は含めておりません。
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ロ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

名糖産業株式会
社

537,000 537,000
継続的な取引関係の維持、発展のため。 有

817 853

アサヒグループ
ホールディング
ス株式会社

8,692 8,460 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため株式を取得。

有
42 47

日清食品ホール
ディングス株式
会社

4,654 4,496 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため株式を取得。

無
35 33

カゴメ株式会社
10,372 10,009 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引

関係の強化のため株式を取得。
無

32 37

味の素株式会社
17,673 17,055 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引

関係の強化のため株式を取得。
無

31 32

丸大食品株式会
社

8,372 39,925 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため株式を取得。

無
15 20

株 式 会 社 ロ ッ
ク・フィールド

9,575 9,100 継続的な取引関係の維持、発展のため。取引
関係の強化のため株式を取得。

無
15 19

ワタミ株式会社
3,000 3,000

継続的な取引関係の維持、発展のため。 無
4 4

ミニストップ株
式会社

1,100 1,100
継続的な取引関係の維持、発展のため。 無

1 2
 

（注)１．定量的な保有効果については記載が困難であります。なお、保有の適否については投資先企業の関係強化、事

　　　　 業における協力関係、経済合理性ならびに企業価値向上の効果、財務戦略、その他考慮すべき事情を総合的に

　　　　 勘案し、検証しております。　

　　 ２．丸大食品株式会社は、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合しております。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

　

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下、「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2018年４月１日から2019年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2018年４月１日から2019年３月31日まで)の財務諸表について、ＥＹ新日本有限責任

監査法人による監査を受けております。

  なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、ＥＹ新日

本有限責任監査法人となりました。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、同機構のホームページ等を活用した情報入手、会計基準設定主体等が行う研修への参加等により、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,887 5,897

  営業未収金 11,659 11,725

  原材料及び貯蔵品 234 283

  その他 1,298 1,258

  貸倒引当金 △0 △5

  流動資産合計 18,078 19,158

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  39,636 ※1  41,494

    減価償却累計額 △20,830 △22,102

    建物及び構築物（純額） 18,806 19,391

   機械装置及び運搬具 ※1  16,915 ※1  17,922

    減価償却累計額 △12,871 △13,493

    機械装置及び運搬具（純額） 4,043 4,428

   土地 ※1,※2,※3  17,298 ※1,※2,※3  17,333

   リース資産 19,212 16,633

    減価償却累計額 △9,971 △7,833

    リース資産（純額） 9,241 8,800

   建設仮勘定 1,050 364

   その他 676 660

    減価償却累計額 △567 △534

    その他（純額） 109 126

   有形固定資産合計 50,550 50,445

  無形固定資産 742 701

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※4  4,126 ※4  4,175

   長期貸付金 104 101

   繰延税金資産 2,547 2,616

   その他 2,355 2,469

   貸倒引当金 △19 △14

   投資その他の資産合計 9,114 9,348

  固定資産合計 60,407 60,495

 資産合計 78,485 79,653
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 4,218 4,212

  短期借入金 4,150 2,600

  1年内返済予定の長期借入金 1,359 1,655

  リース債務 1,779 1,833

  未払法人税等 823 911

  賞与引当金 1,791 1,717

  役員賞与引当金 53 79

  設備関係支払手形 69 140

  その他 5,155 5,016

  流動負債合計 19,399 18,168

 固定負債   

  長期借入金 ※1  6,039 ※1  6,388

  リース債務 8,134 7,586

  繰延税金負債 254 245

  再評価に係る繰延税金負債 404 404

  退職給付に係る負債 6,238 6,578

  資産除去債務 1,545 1,787

  その他 471 427

  固定負債合計 23,089 23,418

 負債合計 42,488 41,586

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,000 4,000

  資本剰余金 5,849 5,715

  利益剰余金 25,310 27,531

  自己株式 △321 △288

  株主資本合計 34,837 36,957

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 889 863

  土地再評価差額金 ※２  △320 ※２  △267

  為替換算調整勘定 △33 △46

  退職給付に係る調整累計額 △195 △162

  その他の包括利益累計額合計 341 386

 非支配株主持分 817 722

 純資産合計 35,996 38,067

負債純資産合計 78,485 79,653
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業収益 104,167 107,612

営業原価 95,771 99,439

営業総利益 8,395 8,172

販売費及び一般管理費 ※1  4,550 ※1  4,084

営業利益 3,845 4,088

営業外収益   

 受取利息 22 9

 受取配当金 41 43

 受取保険返戻金 62 83

 受取賃貸料 100 104

 補助金収入 8 101

 持分法による投資利益 69 62

 その他 195 212

 営業外収益合計 500 617

営業外費用   

 支払利息 264 252

 リース解約損 25 35

 為替差損 43 61

 その他 30 55

 営業外費用合計 364 403

経常利益 3,981 4,301

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  56 ※2  87

 特別利益合計 56 87

特別損失   

 事故損失 － ※3  69

 固定資産除売却損 ※4  5 ※4  12

 減損損失 ※5  109 －

 ゴルフ会員権売却損 0 －

 特別損失合計 114 82

税金等調整前当期純利益 3,923 4,306

法人税、住民税及び事業税 1,574 1,604

法人税等調整額 △294 △86

法人税等合計 1,280 1,517

当期純利益 2,643 2,788

非支配株主に帰属する当期純利益 38 5

親会社株主に帰属する当期純利益 2,604 2,782
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当期純利益 2,643 2,788

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 133 △22

 為替換算調整勘定 △34 △24

 退職給付に係る調整額 19 32

 持分法適用会社に対する持分相当額 1 △3

 その他の包括利益合計 ※  119 ※  △18

包括利益 2,763 2,770

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 2,737 2,775

 非支配株主に係る包括利益 26 △5
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)

 
 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 4,000 5,837 23,217 △2 33,052 753 △320 △11 △214 208

当期変動額           

剰余金の配当   △511  △511      

親会社株主に帰属

する当期純利益
  2,604  2,604      

自己株式の取得    △319 △319      

連結子会社の増資に

よる持分の増減
 12   12      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     136  △22 18 132

当期変動額合計 － 12 2,092 △319 1,785 136 － △22 18 132

当期末残高 4,000 5,849 25,310 △321 34,837 889 △320 △33 △195 341
 

 

 
非支配株主

持分
純資産合計

当期首残高 731 33,992

当期変動額   

剰余金の配当  △511

親会社株主に帰属

する当期純利益
 2,604

自己株式の取得  △319

連結子会社の増資に

よる持分の増減
 12

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

86 219

当期変動額合計 86 2,004

当期末残高 817 35,996
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当連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 4,000 5,849 25,310 △321 34,837 889 △320 △33 △195 341

当期変動額           

剰余金の配当   △509  △509      

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  2,782  2,782      

自己株式の取得    △0 △0      

自己株式の処分    0 0      

企業結合による増減  8  33 42      

土地再評価差額金の

取崩
  △52  △52      

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

 △142   △142      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     △26 52 △12 32 45

当期変動額合計 － △133 2,220 32 2,120 △26 52 △12 32 45

当期末残高 4,000 5,715 27,531 △288 36,957 863 △267 △46 △162 386
 

 

 
非支配株主

持分
純資産合計

当期首残高 817 35,996

当期変動額   

剰余金の配当  △509

親会社株主に帰属す

る当期純利益
 2,782

自己株式の取得  △0

自己株式の処分  0

企業結合による増減  42

土地再評価差額金の

取崩
 △52

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

 △142

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△95 △49

当期変動額合計 △95 2,070

当期末残高 722 38,067
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 3,923 4,306

 減価償却費 4,871 5,050

 減損損失 109 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 0

 賞与引当金の増減額（△は減少） 205 △73

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 298 382

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14 26

 受取利息及び受取配当金 △63 △52

 支払利息 264 252

 持分法による投資損益（△は益） △69 △62

 為替差損益（△は益） 43 61

 固定資産除売却損益（△は益） △51 △74

 ゴルフ会員権売却損 0 －

 事故損失 － 69

 売上債権の増減額（△は増加） △1,212 △64

 たな卸資産の増減額（△は増加） △59 △50

 仕入債務の増減額（△は減少） 123 △4

 未払消費税等の増減額（△は減少） 42 △60

 その他 669 △152

 小計 9,084 9,553

 利息及び配当金の受取額 63 48

 利息の支払額 △264 △248

 事故損失の支払額 － △69

 法人税等の支払額 △1,795 △1,516

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,088 7,766

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 50 250

 有形固定資産の取得による支出 △5,569 △3,132

 有形固定資産の売却による収入 76 192

 無形固定資産の取得による支出 △519 △90

 投資有価証券の取得による支出 △18 △15

 貸付けによる支出 △62 △30

 貸付金の回収による収入 25 26

 その他の支出 △82 △194

 その他の収入 96 19

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,005 △2,974
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 2,050 △1,550

 長期借入れによる収入 350 2,017

 長期借入金の返済による支出 △1,359 △1,372

 リース債務の返済による支出 ※2  △2,154 ※2  △1,897

 自己株式の取得による支出 △319 △0

 配当金の支払額 △511 △509

 非支配株主への配当金の支払額 △2 △2

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社出資金の取
得による支出

△12 △229

 その他 － 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,959 △3,543

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △854 1,237

現金及び現金同等物の期首残高 5,491 4,637

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 22

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,637 ※1  5,897
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【注記事項】

 (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

 
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　15社

 連結子会社名 名糖運輸株式会社

 株式会社ヒューテックノオリン

 株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービス

 株式会社トランスメイト

 株式会社アイソネットライン

 ジャパンフーズ物流株式会社

 株式会社エムズライン

 株式会社ジャステム

 株式会社ケーツー

 マコトトランスポートサービス株式会社

 株式会社デイライン

 MEITO VIETNAM COMPANY LIMITED(メイトウベトナム)

 T&M Transportation COMPANY LIMITED (Ｔ＆Ｍトランスポーテーション)

 株式会社ヘルティー

 株式会社ヒューテックサービス
 

 ※連結子会社である株式会社名商は、関連会社であったエヌ・ケー商事株式会社を吸収合併（2018年４月１日付）

　　し、商号を株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービスに変更しております。
 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数　　1社

　持分法適用の関連会社

 直販配送株式会社
 

　
(2) 持分法を適用しない関連会社の名称

株式会社名糖蓼科山荘
 

持分法を適用しない理由

同社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、メイトウベトナム及びＴ＆Ｍトランスポーテーションの決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
 

　
②たな卸資産

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）、一部の連結子会社は最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価しております。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

ただし、当社及び連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～12年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ただし、一部の連結子会社は車両運搬具について、残存価額を10％とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　
(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

③役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
　
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準または給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～10

年）による定率法により、発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用

処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンを除く連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。
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(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
　
(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理         

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　

(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2018年３月30日)

   ・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日)

 

 (1) 概要

   収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

 ステップ1：顧客との契約を識別する。

 ステップ2：契約における履行義務を識別する。

 ステップ3：取引価格を算定する。

 ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

 ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

 (2) 適用予定日

   2022年３月期の期首より適用予定であります。

 

 (3) 当該会計基準等の適用による影響

   影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
(表示方法の変更)

　　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年度の
　期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。
　　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」759百万円は、「投資
　その他の資産」の「繰延税金資産」2,547百万円に含めて表示しております。

 

 　　 (連結損益計算書関係)

　　　　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「補助金収入」は、営業外収益の総額の

　　　100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

　　　るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

　　　　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた204百万円

　　　は、「補助金収入」８百万円、「その他」195百万円として組替えております。

 
(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

建物及び構築物 79百万円 56百万円

機械装置及び運搬具 77　〃 57　〃

土地 1,950　〃 1,950　〃

計 2,107百万円 2,065百万円
 

　

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

長期借入金 1,560百万円 1,560百万円

計 1,560百万円 1,560百万円
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※２ 土地の再評価

一部の連結子会社において、「土地の再評価に関する法律」(1998年３月31日公布 法律第34号)に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法………「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法（1991年 法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日…2002年３月31日

　

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額

1,106百万円 1,022百万円
 

　

※３ 圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

圧縮記帳額 21百万円 21百万円

（うち、土地） 21　〃 21　〃
 

 
※４　非連結子会社及び関連会社に対する項目は、次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

投資有価証券（株式） 941百万円 997百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
 至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

 役員報酬 417百万円 432百万円

従業員給料 1,526 〃 1,236 〃

賞与引当金繰入額 64　〃 59 〃

役員賞与引当金繰入額 53 〃 79 〃

退職給付費用 153 〃 77 〃
 

 

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

機械装置及び運搬具 56百万円 63百万円

土地 －　〃 23　〃

計 56百万円 87百万円
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※３　事故損失

　当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　 (山陽道欽明路トンネル内火災事故)

　　　2015年５月５日に山陽道下り欽明路トンネル内において、連結子会社である名糖運輸株式会社の大型トラックと

　　トンネル内で故障して停車していた大型トラックが接触し、双方の車両が全焼いたしました。

 　　　西日本高速道路株式会社中国支社より2018年12月20日付にて請求のあった原因者負担金について、2019年３月19

　　日に事故の相手会社と和解が成立いたしました。

 　　これにより名糖運輸株式会社の負担割合が確定し、69百万円を事故損失として特別損失に計上しております。

 
※４　固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

建物及び構築物 1百万円 2百万円

機械装置及び運搬具 1　〃 4　〃

その他 1　〃 0　〃

無形固定資産 2　〃 4　〃

計 5百万円 12百万円
 

 
※５　減損損失

　前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　　前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

埼玉県入間市 冷蔵倉庫 建物等 63

埼玉県加須市 冷凍倉庫 建物等 46

計 109
 

当社グループは、冷蔵・冷凍倉庫資産については各営業所及び店所を基本として近隣営業所との相互補完性及び事

業内容を勘案し、資産のグルーピングを行っております。

資産グループ単位ごとにおいては、連結子会社である名糖運輸株式会社の埼玉県入間市の冷蔵倉庫について、事業

の撤退に伴い資産が遊休化すること、連結子会社である株式会社ヒューテックノオリンの埼玉県加須市の冷凍倉庫に

ついては、施設の老朽化に伴い営業活動から生じる損益が継続的にマイナスで、今後も大規模な改修が必要と予想し

たため、帳簿価格を回収可能な価格まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

その内訳は、埼玉県入間市63百万円（内、建物及び構築物56百万円、機械装置及び運搬具６百万円等）、埼玉県加

須市46百万円（内、建物及び構築物８百万円、機械装置及び運搬具37百万円）であります。

なお、当該資産グループの回収可能性価格は使用価値により算定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込

めないことから零としております。

 
　当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　　該当事項はありません。
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

　当期発生額 196 △28 

　　税効果調整前 196 △28 

　　税効果額 △62 6 

　　その他有価証券評価差額金 133 △22 

為替換算調整勘定     

　当期発生額 △34 △24 

退職給付に係る調整額     

　当期発生額 △33 △10 

　組替調整額 61 56 

　　税効果調整前 27 46 

　　税効果額 △8 △14 

　　退職給付に係る調整額 19 32 

持分法適用会社に対する持分相当額     

　当期発生額 2 △1 

 　組替調整額 △0 △1 

　 持分法適用会社に対する持分相当額 1 △3 

　　　その他の包括利益合計 119 △18 
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

　前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式(株) 25,690,766 － － 25,690,766

自己株式     

　普通株式(株) 2,132 220,108 － 222,240
 

（注）自己株式の当連結会計年度増加株式数220,108株は、2017年５月29日の取締役会決議による自己株式の取得
220,000株及び単元未満株式の買取による増加108株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1）当連結会計年度中の配当支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年６月28日
定時株主総会

 
普通株式 256 10 2017年３月31日 2017年６月29日

2017年11月８日
取締役会
 

普通株式 254 10 2017年９月30日 2017年12月５日

 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 254 10 2018年３月31日 2018年６月28日

 

 
当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式(株) 25,690,766 － － 25,690,766

自己株式     

　普通株式(株) 222,240 178,812 167,497 233,555
 

（注）自己株式の増加株式数のうち178,606株は、子会社からの現物配当による増加であり、206株は単元未満株式の買
取による増加によるものであります。また自己株式の減少株式数のうち167,485株は、企業結合における株式交
換による減少であり、12株は単元未満株式の端数買い増し請求による減少によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 
３．配当に関する事項

(1）当連結会計年度中の配当支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月27日
定時株主総会

 
普通株式 254 10 2018年３月31日 2018年６月28日

2018年11月７日
取締役会
 

普通株式 254 10 2018年９月30日 2018年12月５日

 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 280 11 2019年３月31日 2019年６月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目金額との関係は、次のとおりでありま

す。
　

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

現金及び預金 4,887百万円 5,897百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △250　〃 －　〃

現金及び現金同等物 4,637百万円 5,897百万円
 

 
※２ 重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る　

資産及び債務の額
443百万円 1,407百万円

 

　

　

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

倉庫設備及び車両等であります。

無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。
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(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額
期末残高相当額

建物及び構築物 3,316百万円 2,466百万円 850百万円

機械装置及び運搬具 780　〃 516　〃 263　〃

合計 4,097百万円 2,983百万円 1,113百万円
 

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額
期末残高相当額

建物及び構築物 1,700百万円 935百万円 765百万円

機械装置及び運搬具 698　〃 490　〃 207　〃

合計 2,398百万円 1,425百万円 972百万円
 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

    

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

１年内 206百万円 201百万円

１年超 1,509　〃 1,306　〃

合計 1,716百万円 1,507百万円
 

　

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

    

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

支払リース料 391百万円 214百万円

減価償却費相当額 197　〃 131　〃

支払利息相当額 123　〃 75　〃
 

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額についてはリース契約上に当該残価保証額の取り決めがある場合は、当

該残価保証額、それ以外は零とする定額法によっております。

　

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
    

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

１年内 2,063百万円 2,203百万円

１年超 9,847　〃 8,495　〃

合計 11,911百万円 10,698百万円
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス(E31635)

有価証券報告書

56/83



 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に物流事業及びそれに附帯する事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主

に銀行借入やリース取引）を調達しております。

一時的な余資はグループ内企業間での短期的な貸付金に限定して運用し、短期的な運転資金は銀行借入により調

達しております。

なお、デリバティブ取引や投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

① 資産

・営業未収金は、すべて１年以内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。

・投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

・長期貸付金は、主に当社グループの物流センター等の建物賃借に係る預託証拠金である建設協力金、従業員

貸付金制度に基づく当社グループ従業員に対するものであり、回収期日は決算日後最長14年で、貸出先の信

用リスクに晒されておりますが、建設協力金は毎月支払う賃料より控除し、従業員貸付金については、退職

金の範囲内での貸付けとしております。

②　負債

・営業未払金は、すべて１年以内の支払期日であります。

・短期借入金は、主に営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であります。

・長期借入金及びリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業未収金及び長期貸付金については、当社グループ各社の担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の軽減を図ってお

ります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券につきましては、四半期ごとに時価を把握し、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署及び連結子会社からの報告に基づき、当社の財務部が資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性を一定水準に維持することにより、流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

(5）信用リスクの集中

該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難であると認められるものは、次表には含めておりません（(注)２ をご参照ください。）。

　

前連結会計年度（2018年３月31日）
　

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価 (百万円) 差額 (百万円)

(1) 現金及び預金 4,887 4,887 －

(2）営業未収金 11,659 11,659 －

(3）投資有価証券 2,970 2,970 －

(4）長期貸付金　※１ 140 143 2

資産計 19,658 19,660 2

(1）営業未払金 4,218 4,218 －

(2）短期借入金 4,150 4,150 －

(3）長期借入金　※２ 7,398 7,547 149

(4）リース債務　※２ 9,914 10,172 258

負債計 25,681 26,088 407
 

※１　１年以内に回収予定のものを含めております。

※２　１年以内に返済予定のものを含めております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）
　

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価 (百万円) 差額 (百万円)

(1) 現金及び預金 5,897 5,897 －

(2）営業未収金 11,725 11,725 －

(3）投資有価証券 2,964 2,964 －

(4）長期貸付金　※１ 132 134 1

資産計 20,719 20,721 1

(1）営業未払金 4,212 4,212 －

(2）短期借入金 2,600 2,600 －

(3）長期借入金　※２ 8,043 8,076 32

(4）リース債務　※２ 9,420 9,895 475

負債計 24,276 24,785 508
 

※１　１年以内に回収予定のものを含めております。

※２　１年以内に返済予定のものを含めております。
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(注)１. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資  産

（1）現金及び預金、ならびに（2）営業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

（4）長期貸付金

これらは固定金利によるものであり、元金利の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。また、建設協力金の時価については、リスクフリーレート

で割り引いた現在価値により算定しております。また、従業員貸付金については、新規に同様の貸付を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。

負  債

（1）営業未払金、ならびに（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引て算出する方法によってお

ります。

（4）リース債務

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法に

よっております。

 

(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

 
  (単位：百万円）

区分 2018年３月31日 2019年３月31日

非上場株式及び関連会社株式 1,155 1,211
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資

有価証券」には含めておりません。

　

(注)３. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）
　

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 4,887 － － －

営業未収金 11,659 － － －

長期貸付金 36 74 20 9

合計 16,582 74 20 9
 

 

当連結会計年度（2019年３月31日）
　

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 5,897 － － －

営業未収金 11,725 － － －

長期貸付金 30 73 21 7

合計 17,653 73 21 7
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(注)４. 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）
　

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 4,150 － － － － －

長期借入金 1,359 1,664 1,397 1,203 950 825

リース債務 1,779 1,524 1,205 935 733 3,734

合計 7,288 3,189 2,603 2,138 1,683 4,559
 

 

当連結会計年度（2019年３月31日）
　

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,600 － － － － －

長期借入金 1,655 1,400 1,206 953 551 2,275

リース債務 1,833 1,531 1,243 983 758 3,067

合計 6,089 2,932 2,450 1,937 1,310 5,342
 

 

(有価証券関係)

　　　 その他有価証券

　前連結会計年度（2018年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 2,970 1,648 1,321

小計 2,970 1,648 1,321

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 － － －

小計 － － －

合計 2,970 1,648 1,321
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額213百万円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額941百万円）に

　　ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。

 
　当連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 2,964 1,648 1,315

小計 2,964 1,648 1,315

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 － － －

小計 － － －

合計 2,964 1,648 1,315
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額213百万円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額997百万円）に

　　ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度

を採用しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、一部の連結子会社は、退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。

 
 ２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
 至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
 至　2019年３月31日）

退職給付債務の期首残高 6,137 6,465

勤務費用 515 555

利息費用 34 35

数理計算上の差異の発生額 40 24

退職給付の支払額　　 △261 △238

退職給付債務の期末残高　 6,465 6,844
 

　
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

年金資産の期首残高 1,241 1,357

期待運用収益 9 10

数理計算上の差異の発生額 6 14

事業主からの拠出額 157 153

退職給付の支払額 △57 △38

年金資産の期末残高 1,357 1,498
 

 
(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 1,063 1,129

退職給付費用 142 174

退職給付の支払額 △76 △71

退職給付に係る負債の期末残高 1,129 1,232
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(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,592 1,700

年金資産 △1,390 △1,527

 202 172

非積立型制度の退職給付債務 6,035 6,406

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,238 6,578
 

　

退職給付に係る負債 6,238 6,578

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,238 6,578
 

　

（5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
 至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
 至　2019年３月31日）

勤務費用 515 555

利息費用 34 35

期待運用収益 △9 △10

数理計算上の差異の費用処理額 61 56

簡便法で計算した退職給付費用 142 174

確定給付制度に係る退職給付費用 744 812
 

　

（6）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日）

数理計算上の差異 27 46

合計 27 46
 

 
（7）退職給付に係る調整累計額

　　 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
 至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
 至　2019年３月31日）

未認識数理計算上の差異 261 214

合計 261 214
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（8）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

債券 5.4％ 5.4％

株式 4.4 4.4

一般勘定 90.0 90.0

その他 0.2 0.2

合計 100.0 100.0
 

（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度10％、当連結会計年度  

10％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
（9）数理計算上の計算基礎に関する事項

　　 主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

割引率　 0.40～0.66％ 0.40～0.66％

長期期待運用収益率 0.75％ 0.75％
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)
 

当連結会計年度

(2019年３月31日)

繰延税金資産      
賞与引当金 592百万円  539百万円

未払費用 59　〃  87　〃

未払事業税 89　〃  86　〃

退職給付に係る負債 1,945　〃  2,052　〃

減損損失 108　〃  87　〃

投資有価証券評価損 41　〃  41　〃

繰越欠損金 26　〃  12　〃

資産除去債務 483　〃  558　〃

その他 98　〃  85　〃

繰延税金資産小計 3,447百万円  3,552百万円

評価性引当額 △252　〃  △232　〃

繰延税金資産合計 3,195百万円  3,319百万円

繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 399百万円  393百万円

資産除去債務に対応する除去費用 210　〃  274　〃

土地再評価に係る税効果額 404　〃  404　〃

連結子会社の資産及び負債の時価評価差額 254　〃  245　〃

その他 37　〃  35　〃

繰延税金負債合計 1,307百万円  1,353百万円

繰延税金資産の純額 1,887百万円  1,966百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)
 

当連結会計年度

(2019年３月31日)

法定実効税率 30.9％  30.6％

（調整）      

住民税均等割 3.0   2.8  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6   0.6  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1   △0.1  

役員賞与引当金損金不算入 0.4   0.6  

評価性引当額の変動額 △2.7   △1.1  

持分法による投資利益 △0.5   △0.5  

子会社との税率差額 1.3   1.9  

その他 △0.3   0.5  

税効果適用後の法人税等の負担率 32.6   35.3  
 

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

物流センター用建物等の不動産賃貸借契約の内、定期借地借家契約に伴う原状回復義務、事業所閉鎖に伴う資

産除去費用及び当社グループが保有する冷凍・冷蔵機器に冷媒として充てんされているフロンガスの除去義務等

であります。

 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は各資産の取得日から最長38年、最短12年と見積り、割引率は0.01％から2.30％を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

 
(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

期首残高 1,529百万円 1,545百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －　〃 273　〃

時の経過による調整額 21　〃 21　〃

資産除去債務の履行による減少額 －　〃 △53　〃

見積りの変更に伴う増減額(△は減少) △4　〃 －　〃

期末残高 1,545百万円 1,787百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループでは持株会社体制の下、主に「ＤＣ事業」を営む株式会社ヒューテックノオリン、主に「ＴＣ事

業」を営む名糖運輸株式会社等の各会社が行うサービスについて包括的な戦略を立案し、営業活動を展開してお

ります。

　「ＤＣ事業」においては、主に低温食品の保管・荷役及び輸配送を一体的に行う事業で、当社の倉庫内にて寄

託貨物の保管・名義変更や車両別・届先別の仕分を行うとともに、専用車による輸配送業務を行っております。

　「ＴＣ事業」においては、365日24時間体制で、主にチルド食品を中心とした低温食品の物流センター業務及び

輸配送を行う事業で、コンビニエンスストアや量販店等の配送センター業務ならびに店舗配送、流通型冷蔵倉庫

において、食品メーカーから受託したチルド食品や飲料等の共同配送業務を行っております。
　
２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
　

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

(注)
合計

ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

営業収益      

外部顧客に対する

営業収益
32,175 70,244 102,420 1,746 104,167

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
145 428 574 773 1,348

計 32,321 70,673 102,994 2,520 105,515

セグメント利益 3,551 4,149 7,701 289 7,991

セグメント資産 35,662 23,698 59,361 213 59,575

その他の項目      

減価償却費 2,529 2,188 4,718 56 4,775

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
815 1,672 2,488 20 2,509

 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備輸送業・病院等関連物流業
　・人材派遣業・保険代理店業等を含んでおります。
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　当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

(注)
合計

ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

営業収益      

外部顧客に対する

営業収益
33,898 71,836 105,735 1,876 107,612

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
158 475 633 769 1,402

計 34,057 72,311 106,368 2,646 109,015

セグメント利益 3,619 4,460 8,080 286 8,366

セグメント資産 34,964 23,768 58,733 372 59,105

その他の項目      

減価償却費 2,578 2,307 4,885 63 4,949

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,638 3,150 4,788 38 4,827

 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備輸送業・病院等関連物流業
　・人材派遣業・保険代理店業等を含んでおります。
　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,701 8,080

「その他」の区分の利益 289 286

セグメント間取引消去 △179 △193

全社費用(注) △3,965 △4,084

連結財務諸表の営業利益 3,845 4,088
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
　

  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 59,361 58,733

「その他」の区分の資産 213 372

全社資産(注) 18,910 20,548

連結財務諸表の資産合計 78,485 79,653
 

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係わる資産及び
各報告セグメントにおける使用状況を検討中である資産等であります。

　
    (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 4,718 4,885 56 63 96 101 4,871 5,050

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,488 4,788 20 38 3,176 174 5,685 5,001
 

(注） 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社設備、ソフトウエア及び各報告セグメントにおける
使用状況を検討中である土地の投資額であります。
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　　５．報告セグメントの利益の測定方法の変更

　　　　業績管理をより精緻化するため、一部の事業会社で全社費用として認識しておりました一般管理費を各報告セ

　　　グメントに分配する方法に変更しております。なお、前連結会計年度の報告セグメント情報は、当連結会計年度

　　　の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

 
【関連情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱食品株式会社 13,618 ＤＣ事業　ＴＣ事業
 

 
当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱食品株式会社 14,337 ＤＣ事業　ＴＣ事業
 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

   (単位：百万円)

 ＤＣ事業 ＴＣ事業 合計

減損損失 46 63 109
 

 
　当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　 該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

１株当たり純資産額 1,381.27円 1,466.97円

１株当たり当期純利益金額 102.13円 109.14円
 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

　親会社株主に帰属する当期純利益金額(百万円) 2,604 2,782

　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額
　(百万円)

2,604 2,782

　普通株式の期中平均株式数(千株) 25,501 25,496
 　

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,150 2,600 0.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,359 1,655 0.7 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,779 1,833 － －

長期借入金 (１年以内に返済予定のものを除く。) 6,039 6,388 0.8
     2020年～
     2028年

リース債務 (１年以内に返済予定のものを除く。) 8,134 7,586 －
     2020年～
     2032年

その他有利子負債 － － － －

合計 21,463 20,064 － －
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額
　

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 1,400 1,206 953 551

リース債務 1,531 1,243 983 758
 

　

【資産除去債務明細表】

明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記

載を省略しております。

 
(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等
　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期
当連結
会計年度

営業収益（百万円） 26,711 54,645 82,277 107,612

税金等調整前四半期（当期）純利益金額（百万円） 1,210 2,730 4,070 4,306

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益金額（百万円）
784 1,809 2,686 2,782

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 30.64 70.86 105.33 109.14

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 30.64 40.25 34.47 3.77
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 94 1,494

  営業未収金 ※  165 ※  187

  前払費用 13 17

  関係会社短期貸付金 2,150 3,600

  その他 ※  202 ※  319

  流動資産合計 2,626 5,619

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 54 55

    減価償却累計額 △9 △13

    建物（純額） 44 42

   工具、器具及び備品 1 2

    減価償却累計額 △0 △1

    工具、器具及び備品（純額） 1 1

   リース資産 71 71

    減価償却累計額 △16 △24

    リース資産（純額） 54 46

   有形固定資産合計 100 90

  無形固定資産 62 55

  投資その他の資産   

   関係会社株式 25,458 25,504

   関係会社長期貸付金 － 2,000

   繰延税金資産 33 39

   その他 87 87

   投資その他の資産合計 25,579 27,631

  固定資産合計 25,742 27,777

 資産合計 28,368 33,396
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 ※  119 ※  159

  短期借入金 － 1,400

  リース債務 8 8

  未払費用 16 21

  未払法人税等 44 34

  前受金 ※  2 2

  預り金 5 6

  賞与引当金 76 93

  役員賞与引当金 28 41

  その他 ※  55 57

  流動負債合計 358 1,825

 固定負債   

  長期借入金 － 2,000

  リース債務 53 44

  資産除去債務 22 23

  固定負債合計 76 2,068

 負債合計 434 3,893

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,000 4,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,000 1,000

   その他資本剰余金 20,458 20,467

   資本剰余金合計 21,458 21,467

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 2,797 4,384

   利益剰余金合計 2,797 4,384

  自己株式 △321 △347

  株主資本合計 27,934 29,503

 純資産合計 27,934 29,503

負債純資産合計 28,368 33,396
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業収益   

 受取配当金収入 1,429 1,925

 経営指導料収入 834 840

 業務受託料収入 1,002 1,242

 その他収入 62 28

 営業収益合計 ※1  3,328 ※1  4,036

営業原価 87 28

営業総利益 3,240 4,008

販売費及び一般管理費 ※1，※2  1,436 ※1，※2  1,850

営業利益 1,803 2,157

営業外収益   

 受取利息 ※1  27 ※1  46

 法人税等還付加算金 9 0

 その他 2 4

 営業外収益合計 38 51

営業外費用   

 支払利息 ※1  1 ※1  1

 その他 － 0

 営業外費用合計 1 1

経常利益 1,841 2,207

特別損失   

 固定資産除却損 － ※3  2

 特別損失合計 － 2

税引前当期純利益 1,841 2,204

法人税、住民税及び事業税 149 114

法人税等調整額 △7 △6

法人税等合計 142 108

当期純利益 1,698 2,095
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【営業原価明細書】

　

  
前事業年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

経費      

賃借料  87  28  

経費計  87 100 28 100

営業原価計  87 100 28 100
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2017年４月１日　至 2018年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 4,000 1,000 20,458 21,458 1,610 1,610 △2 27,066 27,066

当期変動額          

剰余金の配当     △511 △511  △511 △511

当期純利益     1,698 1,698  1,698 1,698

自己株式の取得       △319 △319 △319

当期変動額合計 － － － － 1,186 1,186 △319 867 867

当期末残高 4,000 1,000 20,458 21,458 2,797 2,797 △321 27,934 27,934
 

 
 当事業年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 4,000 1,000 20,458 21,458 2,797 2,797 △321 27,934 27,934

当期変動額          

剰余金の配当     △509 △509  △509 △509

当期純利益     2,095 2,095  2,095 2,095

自己株式の取得       △0 △0 △0

自己株式の処分       0 0 0

企業結合による増減   8 8   △25 △16 △16

当期変動額合計 － － 8 8 1,586 1,586 △25 1,569 1,569

当期末残高 4,000 1,000 20,467 21,467 4,384 4,384 △347 29,503 29,503
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
 

　
(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。
 

　
２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８年～50年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3)リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
 

　
３．引当金の計上基準

(1)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。

(2)役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
 

　
４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理        

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(表示方法の変更)

   (「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日。以下「税効果会計基

 準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する

 方法に変更しました。

   この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」32百万円は、「投資その他の

 資産」の「繰延税金資産」33百万円に含めて表示しております。

 

    (貸借対照表関係)

   　 関係会社短期貸付金の表示方法は、従来、貸借対照表上、短期貸付金（前事業年度2,150百万円）として表示　

　
　　 しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より、関係会社短期貸付金（当事業年度3,600百万円）とし

 　　て表示しております。　

 
(貸借対照表関係)

　
※　　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

短期金銭債権 175百万円 203百万円

短期金銭債務 105　〃 137　〃
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

営業取引による取引高   

営業収益 3,325百万円 4,036百万円

営業費用 28　〃 29　〃

営業取引以外の取引による取引高 27　〃 46　〃
 

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2017年４月１日
 至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

役員報酬 188百万円 188百万円

従業員給料 522　〃 756　〃

賞与引当金繰入額 15　〃 16　〃

役員賞与引当金繰入額 28　〃 41　〃

退職給付費用 33　〃 47　〃

法定福利費 144　〃 186　〃
 

おおよその割合

販売費 ４％ ３％

一般管理費 96％ 97％
 

 
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

無形固定資産 －百万円 2 百万円
 

 
(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記
載しておりません。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

子会社株式 25,458 25,504
 

　

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2018年３月31日)
 

当事業年度

(2019年３月31日)

繰延税金資産      
賞与引当金 23百万円  28百万円

未払費用 4　〃  5　〃

未払事業税 5　〃  4　〃

資産除去債務 7　〃  7　〃

繰延税金資産小計 40百万円  45百万円

繰延税金資産合計 40百万円  45百万円
繰延税金負債      

未払事業税還付 1百万円  －百万円

資産除去費用 6　〃  6　〃

繰延税金負債合計 7百万円  6百万円

繰延税金資産の純額 33百万円  39百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2018年３月31日)
 

当事業年度
(2019年３月31日)

法定実効税率 30.9％  30.6％
（調整）      

住民税均等割 0.2  0.2 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.3 
役員賞与引当金損金不算入額 0.5  0.6 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △24.0  △25.9 
その他 △0.1  △0.9 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.8  4.9 

 

 

④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

 

当期償却額
差引当期末

残高

有 形 固
定資産

建物 54 1 － 55 13 3 42

工具、器具及び
備品

1 0 － 2 1 0 1

リース資産 71 － － 71 24 7 46

計 127 2 － 129 38 12 90

無 形 固
定資産

ソフトウエア 71 12 7 75 20 16 55

計 71 12 7 75 20 16 55
 

(注)１．「当期首残高」及び「当期末残高」は取得原価により記載しております。
 

　　２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。
ソフトウェア 新経理システムの取得 12百万円
    
 

　　 ３．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア 旧経理システムの除却 ７百万円
 

 
【引当金明細表】

　（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 76 93 76 93

役員賞与引当金 28 41 28 41
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

(3) 【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

当社の株式事務の概要は、以下のとおりです。

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

 

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

取次所 ───────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

 
電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を
することができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。
当社の公告掲載URLは次のとおり。http://www.cflogi.co.jp/
 

株主に対する特典

毎決算期現在における最終の株主名簿に記載された、100株以上保有して頂いている
株主様を対象といたします。

100株以上～500株未満　　豆菓子（あとひき豆ピーナッツ）

500株以上～1,000株未満　新潟県魚沼産コシヒカリ（新米）３ｋｇ

1,000株以上　　　　　　 新潟県魚沼産コシヒカリ（新米）５ｋｇ

それぞれ贈呈いたします。
 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外

の権利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第３期(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)

2018年６月28日　関東財務局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2018年６月28日　関東財務局長に提出。

 
(3) 四半期報告書及び確認書

第４期第１四半期(自　2018年４月１日　至　2018年６月30日)

2018年８月８日　関東財務局長に提出。

第４期第２四半期(自　2018年７月１日　至　2018年９月30日)

2018年11月12日　関東財務局長に提出。

第４期第３四半期(自 2018年10月１日 至 2018年12月31日)

2019年２月８日　関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書

2018年６月29日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)に基づく臨時報告書

2018年８月27日　関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

2019年６月27日

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡　辺　力　夫 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　林　礼　子 ㊞

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社Ｃ＆Ｆロジホール

ディングスの2019年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

　当監査法人は、株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスが2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添
付する形で別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2019年６月27日

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡　辺　力　夫 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　林　礼　子 ㊞

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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